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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第47期 第48期 第49期 第50期 第51期

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

売上高 (百万円) 107,784 105,799 84,739 70,181 70,469

経常利益 (百万円) 12,063 9,296 1,263 2,816 3,054

当期純利益又は
当期純損失（△）

(百万円) 8,133 5,415 △200 916 1,224

包括利益 (百万円) ― ― ― ― △1,461

純資産額 (百万円) 66,478 70,903 63,213 64,800 62,710

総資産額 (百万円) 104,661 103,388 85,914 85,628 81,326

１株当たり純資産額 (円) 809.62 860.67 766.38 785.10 758.67

１株当たり当期純利益
金額又は当期純損失金
額（△）

(円) 100.25 66.64 △2.47 11.28 15.06

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額

(円) 99.61 66.46 ― ― ―

自己資本比率 (％) 62.8 67.7 72.5 74.5 75.8

自己資本利益率 (％) 13.2 8.0 △0.3 1.5 2.0

株価収益率 (倍) 14.4 8.9 ― 63.1 32.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 13,585 3,130 4,412 8,806 7,505

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,847 △7,453 △2,798 △949 △3,113

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △4,184 △1,836 482 △4,805 △2,526

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 28,787 22,545 22,058 25,223 25,969

従業員数 (人) 6,145 6,496 6,121 4,716 4,090

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　従業員数は、就業人員数を表示しております。

３　第49期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在しますが、１株当たり当期純

損失であるため記載しておりません。また、第50期及び第51期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４　第49期の株価収益率については、当期純損失であるため記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第47期 第48期 第49期 第50期 第51期

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

売上高 (百万円) 63,144 67,658 53,771 47,855 48,415

経常利益 (百万円) 3,368 3,634 314 988 809

当期純利益又は
当期純損失（△）

(百万円) 2,344 1,621 △936 1,232 247

資本金 (百万円) 11,635 11,635 11,635 11,635 11,635

発行済株式総数 (千株) 82,623 82,623 82,623 82,623 82,623

純資産額 (百万円) 42,686 42,782 40,601 41,319 40,772

総資産額 (百万円) 67,984 66,387 58,178 55,762 53,256

１株当たり純資産額 (円) 523.95 523.57 496.10 504.40 497.31

１株当たり配当額
(内、１株当たり中間配
当額)

(円)

(円)

15.00

(6.00)

15.00

(7.50)

12.00

(7.50)

9.00

(4.50)

12.00

(4.50)

１株当たり当期純利益
金額又は当期純損失金
額（△）

(円) 28.90 19.96 △11.52 15.16 3.05

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額

(円) 28.71 19.90 ― ― ―

自己資本比率 (％) 62.6 64.1 69.3 73.5 75.9

自己資本利益率 (％) 5.6 3.8 △2.3 3.0 0.6

株価収益率 (倍) 49.8 29.9 ― 46.9 162.3

配当性向 (％) 51.9 75.2 ― 59.4 393.4

従業員数 (人) 635 640 631 630 603

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　従業員数は、就業人員数を表示しております。

３　第49期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在しますが、１株当たり当期純

損失であるため記載しておりません。また、第50期及び第51期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４　第49期の株価収益率及び配当性向については、当期純損失であるため記載しておりません。

５　第51期の１株当たり配当額12円には、創立50周年記念配当３円を含んでおります。
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２ 【沿革】

　

昭和35年９月 信越化学工業㈱の全額出資により、合成樹脂製品の製造・販売を目的として設立

昭和36年７月 東京工場(埼玉県さいたま市)操業開始

昭和41年７月 建設材料等の施工販売部門を分離し、信越ユニット㈱(現・連結子会社)を設立

昭和44年12月 生産子会社浦和ポリマー㈱(現・連結子会社)を設立

昭和45年４月 南陽工場(山口県周南市)操業開始

昭和46年９月 製品の加工等の委託を目的として㈱サンエース(現・連結子会社)を設立

昭和48年12月 生産子会社しなのポリマー㈱(現・連結子会社)を設立

昭和49年１月 信越化学工業㈱との共同出資により、生産子会社新潟ポリマー㈱(現・連結子会社)を設

立(昭和58年６月当社全額出資に変更)

昭和49年10月 旭信産業㈱(平成16年４月信越ファインテック㈱に社名変更、現・連結子会社)に資本参

加し、販売子会社とする

昭和56年２月 販売子会社Shin-Etsu Polymer America, Inc.(現・連結子会社)を設立

昭和58年12月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場

昭和60年９月 東京証券取引所市場第一部に銘柄指定

昭和61年６月 販売子会社Shin-Etsu Polymer Europe B.V.(現・連結子会社)を設立

昭和63年10月 生産子会社Shin-Etsu Polymer(Malaysia)Sdn.Bhd.(現・連結子会社)を設立

平成元年３月 児玉工場(埼玉県児玉郡神川町)操業開始

平成５年10月三菱商事㈱及び呉江汾湖経済発展総公司(現・芦墟鎮集体資産経営公司)との合弁によ

り、生産子会社蘇州信越聚合有限公司(現・連結子会社)を設立

平成９年11月 生産子会社P.T. Shin-Etsu Polymer Indonesia(現・連結子会社)を設立

平成11年１月 販売子会社信越聚合物(上海)有限公司(現・連結子会社)を設立

平成15年10月 生産子会社Shin-Etsu Polymer Hungary Kft.(現・連結子会社)を設立

平成17年７月 販売子会社Shin-Etsu Polymer Hong Kong Co.,Ltd.（現・連結子会社）を設立

平成17年８月 販売子会社Shin-Etsu Polymer Singapore Pte.Ltd.（現・連結子会社）を設立

平成19年10月 製造・販売子会社Shin-Etsu Polymer India Pvt.Ltd.（現・連結子会社）を設立 
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３ 【事業の内容】

当社及び当社の関係会社（親会社及び子会社17社により構成）と関連当事者(親会社の子会社)が営んで

いる主な事業内容、及び当該事業における位置付けは、次のとおりであります。
　

事 業 区 分 主 要 製 品 会　社　名

電子デバイス キーパッド

インターコネクター

周辺部品

製造・販売 当社

 Shin-Etsu Polymer India Pvt.Ltd.

製造  しなのポリマー㈱

 ㈱サンエース

 Shin-Etsu Polymer (Malaysia)Sdn. Bhd.

 蘇州信越聚合有限公司

 Shin-Etsu Polymer Hungary Kft.

販売  Shin-Etsu Polymer America, Inc.

 Shin-Etsu Polymer Europe B. V.

 信越聚合物(上海)有限公司

 Shin-Etsu Polymer Hong Kong Co., Ltd.

 Shin-Etsu Polymer Singapore Pte. Ltd.

精密成形品 半導体関連容器

キャリアテープ関連製品

ＯＡ機器用部品

シリコーンゴム成形品

製造・販売 当社

製造  しなのポリマー㈱

 浦和ポリマー㈱

 新潟ポリマー㈱

 ㈱サンエース

 Shin-Etsu Polymer (Malaysia)Sdn.Bhd.

 P.T. Shin-Etsu Polymer Indonesia

販売  信越ファインテック㈱

 Shin-Etsu Polymer Hong Kong Co., Ltd.

 Shin-Etsu Polymer Singapore Pte. Ltd.

住環境・生活資材 塩ビパイプ関連製品

外装材関連製品

ラッピングフィルム

プラスチックシート関連製品

機能性コンパウンド

製造・販売 当社

製造 ㈱サンエース

 
 

 
 

その他 建築・店舗設計・施工 設計・施工 信越ユニット㈱

その他加工品 販売 信越ファインテック㈱

(注) １　上記の事業区分とセグメント情報における事業区分の内容は同一であります。

２　当社は親会社である信越化学工業㈱から、原材料(塩化ビニル樹脂及びシリコーン)を購入し、当社及び子会社

において製造・販売を行っております。

３　当社は製品の一部を親会社の子会社である信越半導体㈱へ販売しております。

４　上記のほか、Shin-Etsu Polymer Mexico,S.A.de C.V. は清算手続き中であります。
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以上の状況を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】
　

名称 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有) 割合

役員の兼任等
資金
援助
(百万円)

営業上
の取引

設備の
賃貸借
等所有

割合(%)
被所有
割合(%)

当社
役員
(人)

当社
従業員
(人)

転籍
(人)

(親会社) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

信越化学工業㈱
(注)３

東京都千代田区 119,419
各種化学製
品の製造及
び販売

―
53.0
(0.1)

１ ― ３ ―
原材料
の購入

土地の
賃借

(連結子会社) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

しなのポリマー㈱ 長野県塩尻市 50
電子デバイ
ス、精密成形
品

100 ― ― 兼任１ ― ―
製品の
購入

土地・
建物の
賃貸

浦和ポリマー㈱ 埼玉県久喜市 30精密成形品 100 ― ―
兼任２
出向２

― ―
製品の
購入

土地・
建物の
賃貸

新潟ポリマー㈱
(注)４

新潟県糸魚川市 50精密成形品 100 ― ―
兼任１
出向１

―
貸付金
4,364

製品の
購入

―

㈱サンエース
埼玉県
さいたま市北区

15

電子デバイ
ス、精密成形
品、住環境・
生活資材

100 ― ―
兼任２
出向２

― ―
製品の
加工委
託

土地・
建物の
賃貸

信越ファインテック㈱
(注)４
(注)５

東京都千代田区 310

電子デバイ
ス、精密成形
品、住環境・
生活資材、そ
の他

100 ― ―
兼任１
出向１

１ ―
製品の
販売

―

信越ユニット㈱ 東京都台東区 70その他 100 ― ― 兼任１ １
貸付金

300
補修工
事他

建物の
賃貸

Shin-Etsu Polymer
America, Inc.

米国
カリフォルニア州
ニューアーク市

千US＄

7,000
電子デバイ
ス

100 ― ―
兼任２
出向２

― ― ― ―

Shin-Etsu Polymer
(Malaysia)Sdn. Bhd.

(注)４

マレーシア国
クアラルンプール
市

千M＄

41,500

電子デバイ
ス、精密成形
品

100 ― ― 出向３ ― ― ― ―

Shin-Etsu Polymer
Europe B.V.

オランダ国
フェンロ－市

千EUR

3,640
電子デバイ
ス

100 ― ―
兼任１
出向１

― ―
製品の
販売

―

蘇州信越聚合有限公司
(注)４

中国江蘇省呉江市
千US＄

15,300
電子デバイ
ス

71.4 ― ―
兼任３
出向２

― ―
製品の
購入

―

P.T.Shin-Etsu Polymer
Indonesia

インドネシア国
西ジャワ州
カラワン市

千US＄

5,000
精密成形品

100
(0.6)

― １
兼任３
出向１

― ―
製品の
購入

―

信越聚合物(上海)
有限公司

中国上海市
千US＄

300
電子デバイ
ス

100 ― ―
兼任４
出向２

― ― ― ―

Shin-Etsu Polymer
Hungary Kft.

ハンガリー国
ギョール市

千HUF

700,000
電子デバイ
ス

100
(70.0)

― ２ 兼任２ ― ― ― ―

Shin-Etsu Polymer
Singapore Pte.Ltd.
　

シンガポール国 千S$
6,682

電子デバイ
ス、精密成形
品

100 ― ―
兼任１
出向１

― ―
製品の
販売

―

Shin-Etsu Polymer 
Hong Kong Co.,Ltd.

中国香港 千HK$
14,414

電子デバイ
ス、精密成形
品

100 ― ―
兼任１
出向２

― ―
製品の
販売

―

Shin-Etsu Polymer 
India Pvt.Ltd.

(注)４

インド国タミル・
ナードゥ州カーン
チプラム県

千INR
480,000

電子デバイ
ス

89.7
(31.3)

― ―
兼任２
出向２

―
貸付金

160
― ―

　 　(注) １　主要な事業の内容は、連結子会社についてはセグメントの名称を記載しております。
２　議決権の所有(被所有)割合の(　)内は、間接所有(被所有)割合で内数であります。
３　有価証券報告書の提出会社であります。
４　特定子会社であります。
５  信越ファインテック㈱については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合
が10％を超えております。   

主要な損益情報等 (1) 売上高 9,034百万円
　 (2) 経常利益 204百万円
　 (3) 当期純利益 132百万円
　 (4) 純資産額 3,443百万円
　 (5) 総資産額 7,039百万円
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成23年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(人)

電子デバイス 2,358

精密成形品 1,385

住環境・生活資材 275

その他 72

合計 4,090

(注) １　従業員数は就業人員数であります。

     ２  従業員数が前連結会計年度末に比べ６２６人減少しておりますが、その主な理由は電子デバイス事業の

   需要減退の影響により、海外の生産拠点において、生産体制の合理化を実施したことによるものであり

   ます。

　

(2) 提出会社の状況

平成23年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

603 44.3 19.6 6,321

(注) １　従業員数は就業人員数であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

セグメントの名称 従業員数(人)

電子デバイス 167

精密成形品 213

住環境・生活資材 223

合計 603

　

(3) 労働組合の状況

特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度における世界経済は、新興国が牽引する緩やかな景気回復基調となりましたが、各国の

景気刺激策の終了による景気減速感やユーロ加盟国の財政危機への懸念など、不透明感が続きました。ま

た、国内では景気の足踏み状態を脱しつつありましたが、東日本大震災の影響から、再び景気の停滞が懸

念される状況となりました。

当社グループ関連の市場環境につきましては、電子機器関連や自動車関連市場は回復感が弱く、

半導体や電子部品などでは、在庫調整等による減産局面が見られました。建材・工事関連市場では

依然として、公共投資の削減などが続きました。

このような背景のもとで、当社グループは、国内外での新製品提案・販売活動を積極的に推し進め、同

時に経費削減などによる収支改善に努めました。

　

　この結果、当連結会計年度の業績は、売上高は704億69百万円（前連結会計年度比0.4％増）、営業利益は

33億85百万円（前連結会計年度比37.8％増）、経常利益は30億54百万円（前連結会計年度比8.5％増）、

当期純利益は12億24百万円（前連結会計年度比33.6％増）となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

 

　
①電子デバイス事業

　(キーパッド、インターコネクター、周辺部品）

　電子デバイス製品では、携帯電話用キーパッドはスマートフォンの透明タッチパネル化の影響などによ

り受注が大幅に落込みましたが、車載用キーパッドや携帯電話用周辺部品は堅調でした。自動車のコン

ソールパネル用やパソコンのタッチパッド用の新入力デバイス、及び液晶ディスプレー関連製品は、受注

を伸ばしました。デジタル家電などの液晶接続用インターコネクターは前年並みでした。

 

　この結果、売上高は222億58百万円（前連結会計年度比12.3％減）、セグメント利益は９億88百万円（前

連結会計年度比35.1％増）となりました。

 

 

②精密成形品事業

  (半導体関連容器、キャリアテープ関連製品、ＯＡ機器用部品、シリコーンゴム成形品）

　半導体関連容器につきましては、300mm工程容器及び200mm以下の輸送容器は半導体業界の回復を

受け堅調に推移しました。一方、300mm輸送容器は、ユーザーのコスト削減と環境配慮を背景に容器の再利

用（リユース）が進み、低調となりました。キャリアテープ関連製品は、電子部品業界の回復により好調

に推移しましたが、下半期以降は在庫調整の影響を受けました。ＯＡ機器用部品は、新興国需要を背景に

順調に推移しました。シリコーンゴム成形品は、電子部品関連品が伸び悩みましたが、健康関連品などで

は受注を伸ばしました。

 

　この結果、売上高は251億41百万円（前連結会計年度比9.7％増）、セグメント利益は22億14百万円（前

連結会計年度比47.9％増）となりました。
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③住環境・生活資材事業　　

　　（塩ビパイプ関連製品、外装材関連製品、ラッピングフィルム、プラスチックシート関連製品、機能性コンパウン

ド）　

　塩ビパイプ関連製品は、住宅関連市場は回復基調にありましたが、原料高の影響と公共投資の削減など

により、厳しい状況で推移しました。外装材関連製品は、ホームセンタールートでの販促やサイディング

材の拡販に注力し、堅調に推移しました。ラッピングフィルムは、底堅い出荷を維持し前年度並みとなり

ました。プラスチックシート関連製品の自動車内装向け及び機能性コンパウンドは、緩やかな回復基調で

した。

 

　この結果、売上高は178億18百万円（前連結会計年度比5.8％増）、セグメント利益は73百万円（前連結

会計年度比66.5％減）となりました。

 

④その他

　（工事関連他）

　工事関連事業は、建設業界が低迷するなか、商業施設の改装物件などで受注が回復しました。

 

  この結果、売上高は52億50百万円（前連結会計年度比4.2％増）、セグメント利益は28百万円（前連結

会計年度比185.4％増）となりました。

 

(注)当連結会計年度から、報告セグメントを変更したため、各セグメントの前年同期との比較は、前年同

期の金額を新セグメントに組替えたうえ、比較しております。

 

 

(2) キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末より

７億46百万円増加し、259億69百万円となりました。

各活動別のキャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業活動による資金の増加額は、75億５百万円（前連結会計年度比13億１

百万円の収入減）となりました。これは、税金等調整前当期純利益22億21百万円、減価償却費30億85百

万円などの計上と売上債権の減少25億90百万円などの増加要因のほか、法人税等の支払い６億62百万

円、仕入債務の減少４億75百万円などの減少要因によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動による資金は、有形固定資産の取得による支出22億26百万円、定期

預金の預入れ８億円などの支出により、31億13百万円の減少（前連結会計年度比21億63百万円の支出

増）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動による資金は、短期借入金の減少16億17百万円、配当金の支払い７

億32百万円などの支出により、25億26百万円の減少（前連結会計年度比22億78百万円の支出減）とな

りました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 生産高(百万円) 前期比(％)

電子デバイス 21,106 ―

精密成形品 25,836 ―

住環境・生活資材 12,464 ―

その他 3,331 ―

合計 62,738 ―

(注) １ 金額は、販売価格によって算出しており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３ 改正後の「セグメント情報」の適用初年度であり、上記セグメントの区分による前連結会計年度の金額のデー

タを入手することが困難であるため、前期比は記載しておりません。

　

(2) 受注状況

受注生産はその他の一部においてのみ行っております。

当連結会計年度における受注状況は、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 受注高(百万円) 前期比(％) 受注残高(百万円) 前期比(％)

その他 3,154 ― 477 ―

(注) １ 金額は、販売価格によっております。

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３ 改正後の「セグメント情報」の適用初年度であり、上記セグメントの区分による前連結会計年度の金額のデー

タを入手することが困難であるため、前期比は記載しておりません。

　

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　
セグメントの名称 販売高(百万円) 前期比(％)

電子デバイス 22,258 87.7

精密成形品 25,141 109.7

住環境・生活資材 17,818 105.8

その他 5,250 104.2

合計 70,469 100.4

(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３ 総販売実績に対する割合が10％以上に該当する販売先はありません。

４ 当連結会計年度からセグメント区分を変更したため、各セグメントの前期比は前期の金額を新セグメントに組

替えたうえ、比較しております。
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３ 【対処すべき課題】

経営環境としては、世界的な景気低迷から回復に向いつつありましたが、東日本大震災の影響により大き

な経済的な影響を受け、先行き不透明感にみまわれています。

このような状況の中、当社グループといたしましては、持続的な成長を目指して、時代が要求する事業構

造の再構築と、強い企業体質づくりを強力に進め、新しいビジネスの創出に注力してまいります。

開発活動においては、当社の基盤技術であるシリコーンや各種プラスチック、導電性素材を主とした「素

材配合」、「複合化」、「精密成形加工」などの加工技術の更なる応用展開を進めてまいります。そのため

に、組織横断的な開発体制を強化し、国内外の営業部門との連携を深め、新製品開発と新事業の実現に努め

てまいります。

営業活動の面では、グローバルな競争が厳しさを増すなか、当社グループ国内外拠点間の連携を強め、市

場への変化対応力の強化を図ります。特に、新しいビジネスへの挑戦と拡大のために、開発部門との協同の

もと、提案型営業活動を推進してまいります。

生産面では、引き続き、原価管理を徹底・強化し、部材の現地調達の促進、生産拠点の統廃合や、最適地へ

の生産シフトなどによるコスト競争力の強化とさらなる生産性の向上を図ってまいります。

環境面からは、資源のリサイクル、省エネルギー、化学物質管理など環境保全活動としての「グリーン運

動」を積極的に展開してまいります。また企業の社会的責任を常に考えて行動するとともに、総合リスク管

理委員会の活動を中心に、コンプライアンスとリスク管理に万全を期し、内部統制システムの定着と適正な

運用に努めてまいります。

以上のとおり、企業の社会的責任を果たし、引き続き、企業体質の強化および企業価値の向上に努めてま

いります。
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４ 【事業等のリスク】
　    当社グループ（当社、連結子会社）の経営成績、財務状態など業績に影響を及ぼす可能性のある主なリス

クとしては、以下のようなものが考えられます。なお、記載した事項は、当連結会計年度末（平成23年3月31

日）現在において当社グループが判断したものであり、業績に影響を与えうる要素は、これらに限定される

ものではありません。    
　

1）経済動向について

　　当社グループの製品の需要は世界に広がっており、当社グループが製品を販売している国又は地域の経

済状態の影響を受けます。また、国際社会情勢の急激な変化により、生産、仕入れ及び販売等に支障が生

じ、当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。

2）為替レートの変動について

　　当社グループの海外事業では、アジア、北米、欧州等の地域において事業活動を行っておりますが、各地域

における売上げ、費用及び資産等の現地通貨建ての項目は連結財務諸表の作成時に円貨に換算されるた

め、換算時の為替レートにより評価価値が変動し、結果として当社グループの財政状態及び業績に影響す

る可能性があります。

3)カントリーリスクについて

　　当社グループの海外拠点では、それぞれの国に多様なリスクが存在し、これらが顕在化した場合には当社

グループの事業活動に支障が生じ、当社グループの業績及び将来計画に影響する可能性があります。

4)原材料価格の高騰・供給不足について

　　当社グループの製品の多くは、その主原料として石油化学製品を使用しておりますが、原油・ナフサなど

の市況変動が、原材料価格の高騰に及び、当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。また、そ

れら供給業者に不測の事態が発生した場合や材料・部材に品質問題または供給不足が発生した場合は、

当社グループの生産活動及び業績に影響を及ぼす可能性があります。

5)他社との競合について

　　当社グループの関連市場において、近年、海外における競合他社とのシェア及び価格面での競争が激化し

てきており、今後これらの状況によっては、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

6)公的規制について

　　当社グループが事業活動を行っている国及び地域では、投資に関する許認可や輸出入に関する規制、公正

な競争に関する規制、環境保護に関する規制及びその他商取引、労働、知的財産権、租税、通貨管理等にか

かる法令諸規則の適用を受けています。これらの法令諸規則またはその運用にかかる変更は、当社グルー

プの業績に影響を及ぼす可能性があります。

7)新製品開発に関連して

　　当社グループが事業展開する電子機器、半導体関連の事業分野は、技術革新とコスト競争が激しい業界で

す。提案型・開発型企業として新製品開発や生産技術改革に努めておりますが、業界や市場の変化に的確

に対応できなかった場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

8)知的財産に関連して

　　当社グループは、事業を遂行する上で、製品や製造工程における知的財産権を保有し維持管理していま

す。また、必要に応じ第三者の知的財産権を使用するために相手方からライセンスを取得します。それら

の権利保護・維持または取得が適切に行われない場合、相手から模倣や訴訟を受ける可能性があり、その

結果、費用負担などにより経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

9)自然災害について

　　当社グループでは、一部の製品を専門工場において集中生産しております。このため地震、風水害等の自

然災害が発生した場合、一部の製品の生産に支障が生じ、当社グループの業績に影響する可能性がありま

す。

10)製造物責任について

　　当社グループでは原料をはじめとして、製品設計、製造・出荷など各工程において最適な品質管理に努め

ておりますが、予期せぬ製品不具合などで製造物責任賠償などが発生した場合は、当社グループの業績に

影響を及ぼす可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

<当社>

　

(1) 生産受委託契約

　

相手先 契約年月日 内容 契約期間

三菱樹脂株式会社
(日本)

平成15年10月１日
硬質塩化ビニル管及びその関連部品の生

産受委託の契約
平成25年３月31日まで

　
　

(2) 合弁事業契約

　

相手先 契約年月日 内容

三菱商事株式会社

(日本)

芦墟鎮集体資産経営公司

(中国)

平成５年９月27日 中国におけるシリコーンゴム成形品の製造・販売会社として蘇州

信越聚合有限公司を合弁にて設立し運営する旨の契約。

なお、蘇州信越聚合有限公司に対する出資比率（平成23年３月31日

現在）は以下のとおりであります。

当社 84.7％

三菱商事株式会社 13.8％

芦墟鎮集体資産経営公司 1.5％

　

相手先 契約年月日 内容

三菱商事株式会社

(日本)

インド三菱商事会社

(インド)

平成20年２月22日インドにおけるシリコーンゴム成形品の製造・販売会社として

Shin-Etsu Polymer India Private Limited.を合弁にて設立し運

営する旨の契約。

なお、Shin-Etsu Polymer India Private Limited.に対する出資比

率（平成23年３月31日現在）は以下のとおりであります。

当社 (Shin-Etsu Polymer Singapore

Pte. Ltd. 出資の出資分31.3％を含

む。）

89.7％

三菱商事株式会社 6.9％

インド三菱商事会社 3.4％

　 　

　

<連結子会社>

該当事項はありません。
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６ 【研究開発活動】

当社グループ（当社及び連結子会社）の研究開発の基本は、お客様との密接なコミュニケーションを通

して、お客様のニーズに応え、また潜在ニーズを掘り起こし、お客様に価値ある製品を提供することにあり

ます。

当社グループの技術展開の核となる基盤技術は、シリコーンや各種プラスチック、導電性素材を主材料と

した「素材配合」、「素材応用」、「複合化」、「評価」、「精密成形加工」であります。これらの基盤技術

を応用し、幅広い分野でお客様のニーズにお応えしていくことを研究開発の使命と考えております。

研究開発体制としては、現業開発を各事業部の開発グループが担当。独自開発テーマまたは事業部を横断

した全社的な開発テーマについては、研究開発センター、工学技術グループ及び開発推進室を中心とする体

制を敷き、顧客志向の開発をスピーディーに実現する機能的な体制を構築しております。

特に新技術の開発は、研究開発センターが中心となり、企業・大学など研究機関と共同研究に取組み、変

化するニーズへの対応力強化に努めております。また、各事業部との連携においては、導電性付与技術や精

密成形加工技術などをベースに、半導体分野と電子機器分野に重点を置き、早期事業化を目指しておりま

す。また、新エネルギー分野につきましても今後需要の伸びが期待され、新規事業創出の一環として取組ん

でいきます。

半導体分野では、ウエーハの製造後工程に用いられる樹脂製の軽量テープフレーム、フレーム容器の販売

を開始しております。また、ウエーハ薄化要求に対応した搬送システム「On-Off Jig」に続き、次世代デバ

イス組立技術のTSV（Through-Silicon Via）用Jig「Shin-Etsu耐熱TWSS」を開発し、現在ユーザーでの実

証段階に進んでおります。

さらに半導体関連容器では、450ｍｍをはじめとした次世代ウエーハケースの開発にも取組んでおりま

す。

電子機器分野では、光学フィルムをはじめとするプラスチックへの帯電防止付与やタッチパネルなどの

透明電極、また機能性コンデンサー用途など幅広い応用範囲に可能性を持つ導電性ポリマー「セプルジー

ダ」の提案活動を展開しています。自動車の操作パネルなどで採用が進んでおります。

また、高機能化、複合化の進む携帯端末機器のニーズに応えるため、シリコーン材料と他素材の複合化技

術開発、新入力デバイス開発、印刷・加飾技術開発を強化するとともに、モジュール化への対応にも取組ん

でおります。

新エネルギー分野では、定置用、小型可搬用などの発電機として、実用化が進みつつある燃料電池システ

ムの発電セル部に使われるカーボン樹脂セパレータは、実証段階から普及段階へ向けての採用が始まって

おります。

知的財産については、事業部門や研究開発部門との連携により事業分野別に方針を定め、技術開発部門と

の綿密なコミュニケーションにより、戦略的産業財産権の出願、権利化に努めるとともに、教育・啓蒙活動

を充実させ、更に保有する産業財産権の積極的活用を図っております。

なお、当連結会計年度における研究開発費の総額は25億81百万円であり、その主なセグメント毎の内訳

は、電子デバイス事業10億47百万円、精密成形品事業９億49百万円及び住環境・生活資材事業５億79百万円

であります。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものであります。

　
(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されております。この連結財務諸表の作成にあたっては、決算日における財政状態、経営成績に影響

を与えるような見積り・予測を必要としており、過去の実績値や状況を踏まえ合理的と判断される前提

に基づき、継続的に見積り・予測をしております。

　

(2) 経営成績の分析

(売上高)

当連結会計年度の売上高は、「第２(事業の状況)１(業績等の概要)(1)業績」に記載したとおり、携帯

電話用キーパッドは大幅な減少でしたが、新入力デバイス関連製品および、ＯＡ機器用部品などの精密成

形品が支えとなり、前連結会計年度に比べ２億87百万円(0.4％）増加し704億69百万円となりました。

(売上原価、販売費及び一般管理費)

当連結会計年度の売上原価は、コスト削減などにより、前連結会計年度に比べ10億10百万円(1.9％)減

少し、520億２百万円となりました。これにより、売上高に対する売上原価の比率は、1.7ポイント改善し、

73.8％となりました。

販売費及び一般管理費は、運搬費の増加などにより、前連結会計年度に比べ３億69百万円(2.5％)増加

し、150億80百万円となりました。

(営業利益)

以上の結果、当連結会計年度の営業利益は、前連結会計年度に比べ９億28百万円(37.8％)増加し、33億

85百万円となりました。

(営業外損益)

当連結会計年度の営業外損益の純額は、受取利息92百万円、法人税等還付加算金42百万円、支払利息97

百万円、為替差損４億87百万円などにより、３億31百万円の損失（前連結会計年度は３億58百万円の利

益）となりました。

(経常利益)

以上の結果、当連結会計年度の経常利益は、前連結会計年度に比べ２億38百万円(8.5％)増加し、30億54

百万円となりました。

(特別損益)

当連結会計年度の特別損益の純額は、固定資産減損損失５億98百万円、固定資産除却損85百万円、東日

本大震災による災害損失75百万円のほか、資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額１億12百万円を計

上したことなどにより、８億32百万円の損失（前連結会計年度は12億80百万円の損失）となりました。

(税金等調整前当期純利益)

以上の結果、税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度に比べ６億85百万円(44.6％)増加し、22億21

百万円となりました。
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(法人税等)

当連結会計年度の税効果会計適用後の法人税等は、前連結会計年度に比べ、法人等還付税額が３億48百

万円減少したことなどにより３億88百万円増加し、９億85百万円となりました。この結果、当連結会計年

度の税効果会計適用後の法人税等の負担率は、44.4％となりました。

(当期純利益)

以上の結果、当期純利益は12億24百万円（前連結会計年度は当期純利益９億16百万円）となりました。

　
　

　

(3) 財政状態の分析

(総資産)

当連結会計年度においては、円高の影響を受け、在外連結子会社の円換算資産負債が減少したこと、お

よび当第４四半期の売上が前年同四半期に比べ減少し、売掛債権が34億88百万円減少したことなどによ

り、総資産は813億26百万円(前連結会計年度末比43億１百万円減)となりました。

(負債)

当連結会計年度末における負債は、上記要因に加え、短期借入金の返済15億80百万円などにより、186億

15百万円(前連結会計年度末比22億11百万円減)となりました。

(純資産)

この結果、当連結会計年度末における純資産は、為替換算調整勘定が24億94百万円減少し、627億10百万

円(前連結会計年度末比20億90百万円減)となりました。

　

(4) キャッシュ・フローの分析

キャッシュ・フローの分析については、「第２ 事業の状況」の「１ 業績等の概要」に記載したとお

りであります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループ(当社及び連結子会社)では、長期的に成長が期待できる製品分野に重点を置き、合わせて省

力化、合理化のための投資を行っております。当連結会計年度におきましては、新興国需要への対応や新製

品の販売促進に直結する設備投資を中心に進めてまいりました。当連結会計年度は全体で23億３百万円の

設備投資を実施しました。主な内訳は、電子デバイス事業で７億71百万円、精密成形品事業で12億29百万円、

住環境・生活資材事業で２億15百万円であります。

２ 【主要な設備の状況】

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は、以下のとおりであります。

(1) 提出会社
平成23年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容
帳簿価額(百万円) 従業

員数
(人)

建物
及び構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

東京工場
(埼玉県さいたま市
北区)　 (注)１

電子デバイス
住環境・生活資材

生産設備
開発用設備

800 392
3,907
(75)

195 5,295264

児玉工場
(埼玉県児玉郡神川
町)

精密成形品 生産設備
 

998 451
549
(21)

92 2,09294

　

(2) 国内子会社
平成23年３月31日現在

会社名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容
帳簿価額(百万円) 従業

員数
(人)

建物
及び構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

しなのポリマー㈱
(長野県塩尻市他)
(注)１(注)２

電子デバイス
精密成形品

生産設備 515 319
543
(20)

56 1,435148

新潟ポリマー㈱
(新潟県糸魚川市)
(注)３

精密成形品 生産設備 2,739 770
271
(19)

899 4,681179

浦和ポリマー㈱
(埼玉県久喜市)
(注)１

精密成形品 生産設備 375 231
224
(4)

71 903 64

　
(3) 在外子会社

平成23年３月31日現在

会社名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容
帳簿価額(百万円) 従業

員数
(人)

建物
及び構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計

Shin-Etsu Polymer
(Malaysia)Sdn.
Bhd.
(マレーシア国
セランゴール州)

電子デバイス
精密成形品

生産設備 909 739
294
(59)

108 2,0521,225

蘇州信越聚合有限公
司
(中国江蘇省呉江市)
　(注)４

電子デバイス
精密成形品

生産設備 658 1,015 ― 189 1,8631,387

　

(注) １　提出会社が所有している土地及び建物のうち国内子会社に貸与しているものについては、提出会社からは除
き、それぞれの子会社に含めて記載しております。

２　この他土地１千㎡を賃借しております。(年間賃借料４百万円)
３　この他土地43千㎡を賃借しております。(年間賃借料49百万円)
４　この他土地49千㎡を土地使用権として取得し、使用しております。(帳簿価額31百万円)
５　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品、リース資産並びに建設仮勘定の合計であります。
６　金額には消費税等は含まれておりません。
７　現在休止中の主要な設備はありません。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

  重要な設備の新設・拡充・改修等の計画はありません。

　また、経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 320,000,000

計 320,000,000

　

② 【発行済株式】
　

種類
事業年度末現在発行数(株)
(平成23年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成23年６月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 82,623,376 82,623,376
東京証券取引所
市場第一部

権利内容に何ら限定のな
い当社における標準とな
る株式であり、単元株式
数は100株であります。

計 82,623,376 82,623,376― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行している新株予約権は、次のとおりであります。

第５回(平成18年８月23日取締役会決議)

　
事業年度末現在
(平成23年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成23年５月31日)

新株予約権の数(個) 2,850 2,850

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 285,000 285,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,838同左

新株予約権の行使期間
平成18年12月１日
　　　～平成23年11月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 1,838
資本組入額 919

同左

新株予約権の行使の条件

(1)新株予約権者は、次のいず
れにも該当しなくなった日
から２年経過した日以後、
新株予約権を行使すること
ができない。

①当社の役員、従業員、相談役、
顧問又は嘱託 

②当社のグループ会社又は当
社が認めた会社若しくは団
体等の役員又は従業員

(2)新株予約権者が死亡した場
合、新株予約権を相続によ
り承継した者は、承継日か
ら６ヶ月間に限りこれを行
使することができる。

(3)その他の条件は、当社と新
株予約権者との間で締結す
る「新株予約権割当契約」
に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権者は、第三者に対
して、新株予約権の全部又は
一部につき、譲渡、質入れその
他一切の処分をすることがで
きない。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

(注)２ 同左

  (注)1 新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。 

2 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項は、次のとおりであります。

  当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して、以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生の時点にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）については新株予約権者の割当てを受けた者

に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編

成対象会社」という。）の新株予約権を本新株予約権の発行要項に準じた条件に基づきそれぞれ交付するもの

とします。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するもの

とします。ただし、本新株予約権の発行要項に準じた条件に基づき再編成対象会社の新株予約権を交付する旨

を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた

場合に限るものとします。
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第６回(平成18年６月29日株主総会特別決議)

　
事業年度末現在
(平成23年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成23年５月31日)

新株予約権の数(個) 850 800

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 85,000 80,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,838同左

新株予約権の行使期間
平成18年12月１日
　　　～平成23年11月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 1,838
資本組入額 919

同左

新株予約権の行使の条件

(1)新株予約権者は、次のいず
れにも該当しなくなった日
から２年経過した日以後、
新株予約権を行使すること
ができない。

①当社の役員、従業員、相談役、
顧問又は嘱託 

②当社のグループ会社又は当
社が認めた会社若しくは団
体等の役員又は従業員 

(2)新株予約権者が死亡した場
合、新株予約権を相続によ
り承継した者は、承継日か
ら６ヶ月間に限りこれを行
使することができる。

(3)その他の条件は、当社と新
株予約権者との間で締結す
る「新株予約権割当契約」
に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権者は、第三者に対
して、新株予約権の全部又は
一部につき、譲渡、質入れその
他一切の処分をすることがで
きない。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

（注）２ 同左

 （注)1 新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。 　　  

2 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項は、次のとおりであります。

  当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して、以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生の時点にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）については、新株予約権の割当てを受けた者に

対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編成

対象会社」という。）の新株予約権を本新株予約権の発行要項に準じた条件に基づきそれぞれ交付することと

します。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するものと

します。ただし、本新株予約権の発行要項に準じた条件に基づき再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、

吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場

合に限るものとします。
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第７回(平成19年６月28日株主総会特別決議)

　
事業年度末現在
(平成23年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成23年５月31日)

新株予約権の数(個) 1,100 1,050

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 110,000 105,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,643同左

新株予約権の行使期間
平成19年12月１日
　　　～平成24年11月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 1,643
資本組入額 822

同左

新株予約権の行使の条件

(1)新株予約権者は、次のいず
れにも該当しなくなった日
から２年経過した日以後、
新株予約権を行使すること
ができない。

①当社の役員、従業員、相談役、
顧問又は嘱託 

②当社のグループ会社又は当
社が認めた会社若しくは団
体等の役員又は従業員 

(2)新株予約権者が死亡した場
合、新株予約権を相続によ
り承継した者は、承継日か
ら６ヶ月間に限りこれを行
使することができる。

(3)その他の条件は、当社と新
株予約権者との間で締結す
る「新株予約権割当契約」
に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権者は、第三者に対
して、新株予約権の全部又は
一部につき、譲渡、質入れその
他一切の処分をすることがで
きない。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

（注）２ 同左

 （注)1 新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。 　　  

2 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項は、次のとおりであります。

  当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して、以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生の時点にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）については、新株予約権の割当てを受けた者に

対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編成

対象会社」という。）の新株予約権を本新株予約権の発行要項に準じた条件に基づきそれぞれ交付することと

します。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するものと

します。ただし、本新株予約権の発行要項に準じた条件に基づき再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、

吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場

合に限るものとします。
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第８回(平成19年７月24日取締役会決議)

　
事業年度末現在
(平成23年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成23年５月31日)

新株予約権の数(個) 3,200 3,200

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 320,000 320,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,643同左

新株予約権の行使期間
平成19年12月１日
　　　～平成24年11月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 1,643
資本組入額 822

同左

新株予約権の行使の条件

(1)新株予約権者は、次のいず
れにも該当しなくなった日
から２年経過した日以後、
新株予約権を行使すること
ができない。

①当社の役員、従業員、相談役、
顧問又は嘱託 

②当社のグループ会社又は当
社が認めた会社若しくは団
体等の役員又は従業員 

(2)新株予約権者が死亡した場
合、新株予約権を相続によ
り承継した者は、承継日か
ら６ヶ月間に限りこれを行
使することができる。

(3)その他の条件は、当社と新
株予約権者との間で締結す
る「新株予約権割当契約」
に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権者は、第三者に対
して、新株予約権の全部又は
一部につき、譲渡、質入れその
他一切の処分をすることがで
きない。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

（注）２ 同左

 （注)1 新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。 　　  

2 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項は、次のとおりであります。

  当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して、以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生の時点にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）については、新株予約権の割当てを受けた者に

対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編成

対象会社」という。）の新株予約権を本新株予約権の発行要項に準じた条件に基づきそれぞれ交付することと

します。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するものと

します。ただし、本新株予約権の発行要項に準じた条件に基づき再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、

吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場

合に限るものとします。
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第９回(平成20年６月27日株主総会特別決議)

　
事業年度末現在
(平成23年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成23年５月31日)

新株予約権の数(個) 1,250 1,200

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 125,000 120,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 632同左

新株予約権の行使期間
平成20年12月１日
　　　～平成25年11月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 632
資本組入額 316

同左

新株予約権の行使の条件

(1)新株予約権者は、次のいず
れにも該当しなくなった日
から２年経過した日以後、
新株予約権を行使すること
ができない。

①当社の役員、従業員、相談役、
顧問又は嘱託 

②当社のグループ会社又は当
社が認めた会社若しくは団
体等の役員又は従業員 

(2)新株予約権者が死亡した場
合、新株予約権を相続によ
り承継した者は、承継日か
ら６ヶ月間に限りこれを行
使することができる。

(3)その他の条件は、当社と新
株予約権者との間で締結す
る「新株予約権割当契約」
に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権者は、第三者に対
して、新株予約権の全部又は
一部につき、譲渡、質入れその
他一切の処分をすることがで
きない。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

（注）２ 同左

 （注)1 新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。 　　  

2 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項は、次のとおりであります。

  当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して、以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生の時点にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）については、新株予約権の割当てを受けた者に

対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編成

対象会社」という。）の新株予約権を本新株予約権の発行要項に準じた条件に基づきそれぞれ交付することと

します。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するものと

します。ただし、本新株予約権の発行要項に準じた条件に基づき再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、

吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場

合に限るものとします。
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第10回(平成20年７月23日取締役会決議)

　
事業年度末現在
(平成23年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成23年５月31日)

新株予約権の数(個) 3,200 3,200

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 320,000 320,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 632同左

新株予約権の行使期間
平成20年12月１日
　　　～平成25年11月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 632
資本組入額 316

同左

新株予約権の行使の条件

(1)新株予約権者は、次のいず
れにも該当しなくなった日
から２年経過した日以後、
新株予約権を行使すること
ができない。

①当社の役員、従業員、相談役、
顧問又は嘱託 

②当社のグループ会社又は当
社が認めた会社若しくは団
体等の役員又は従業員 

(2)新株予約権者が死亡した場
合、新株予約権を相続によ
り承継した者は、承継日か
ら６ヶ月間に限りこれを行
使することができる。

(3)その他の条件は、当社と新
株予約権者との間で締結す
る「新株予約権割当契約」
に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権者は、第三者に対
して、新株予約権の全部又は
一部につき、譲渡、質入れその
他一切の処分をすることがで
きない。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

（注）２ 同左

 （注)1 新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。 　　  

2 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項は、次のとおりであります。

  当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して、以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生の時点にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）については、新株予約権の割当てを受けた者に

対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編成

対象会社」という。）の新株予約権を本新株予約権の発行要項に準じた条件に基づきそれぞれ交付することと

します。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するものと

します。ただし、本新株予約権の発行要項に準じた条件に基づき再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、

吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場

合に限るものとします。
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第11回(平成21年６月26日株主総会特別決議)

　
事業年度末現在
(平成23年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成23年５月31日)

新株予約権の数(個) 1,250 1,250

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 125,000 125,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 653同左

新株予約権の行使期間
平成21年12月１日
　　　～平成26年11月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 653
資本組入額 327

同左

新株予約権の行使の条件

(1)新株予約権者は、次のいず
れにも該当しなくなった日
から２年経過した日以後、
新株予約権を行使すること
ができない。

①当社の役員、従業員、相談役、
顧問又は嘱託 

②当社のグループ会社又は当
社が認めた会社若しくは団
体等の役員又は従業員 

(2)新株予約権者が死亡した場
合、新株予約権を相続によ
り承継した者は、承継日か
ら６ヶ月間に限りこれを行
使することができる。

(3)その他の条件は、当社と新
株予約権者との間で締結す
る「新株予約権割当契約」
に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権者は、第三者に対
して、新株予約権の全部又は
一部につき、譲渡、質入れその
他一切の処分をすることがで
きない。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

（注）２ 同左

 （注)1 新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。 　　  

2 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項は、次のとおりであります。

  当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して、以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生の時点にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）については、新株予約権の割当てを受けた者に

対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編成

対象会社」という。）の新株予約権を本新株予約権の発行要項に準じた条件に基づきそれぞれ交付することと

します。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するものと

します。ただし、本新株予約権の発行要項に準じた条件に基づき再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、

吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場

合に限るものとします。
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第12回(平成21年８月18日取締役会決議)

　
事業年度末現在
(平成23年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成23年５月31日)

新株予約権の数(個) 3,200 3,200

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 320,000 320,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 653同左

新株予約権の行使期間
平成21年12月１日
　　　～平成26年11月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 653
資本組入額 327

同左

新株予約権の行使の条件

(1)新株予約権者は、次のいず
れにも該当しなくなった日
から２年経過した日以後、
新株予約権を行使すること
ができない。

①当社の役員、従業員、相談役、
顧問又は嘱託 

②当社のグループ会社又は当
社が認めた会社若しくは団
体等の役員又は従業員 

(2)新株予約権者が死亡した場
合、新株予約権を相続によ
り承継した者は、承継日か
ら６ヶ月間に限りこれを行
使することができる。

(3)その他の条件は、当社と新
株予約権者との間で締結す
る「新株予約権割当契約」
に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権者は、第三者に対
して、新株予約権の全部又は
一部につき、譲渡、質入れその
他一切の処分をすることがで
きない。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

（注）２ 同左

 （注)1 新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。 　　  

2 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項は、次のとおりであります。

  当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して、以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生の時点にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）については、新株予約権の割当てを受けた者に

対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編成

対象会社」という。）の新株予約権を本新株予約権の発行要項に準じた条件に基づきそれぞれ交付することと

します。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するものと

します。ただし、本新株予約権の発行要項に準じた条件に基づき再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、

吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場

合に限るものとします。
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第13回(平成22年６月29日株主総会特別決議)

　
事業年度末現在
(平成23年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成23年５月31日)

新株予約権の数(個) 1,200 1,200

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 120,000 120,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 505同左

新株予約権の行使期間
平成22年12月１日
　　　～平成27年11月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 505
資本組入額 253

同左

新株予約権の行使の条件

(1)新株予約権者は、次のいず
れにも該当しなくなった日
から２年経過した日以後、
新株予約権を行使すること
ができない。

①当社の役員、従業員、相談役、
顧問又は嘱託 

②当社のグループ会社又は当
社が認めた会社若しくは団
体等の役員又は従業員 

(2)新株予約権者が死亡した場
合、新株予約権を相続によ
り承継した者は、承継日か
ら６ヶ月間に限りこれを行
使することができる。

(3)その他の条件は、当社と新
株予約権者との間で締結す
る「新株予約権割当契約」
に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権者は、第三者に対
して、新株予約権の全部又は
一部につき、譲渡、質入れその
他一切の処分をすることがで
きない。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

（注）２ 同左

 （注)1 新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。 　　  

2 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項は、次のとおりであります。

  当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して、以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生の時点にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）については、新株予約権の割当てを受けた者に

対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編成

対象会社」という。）の新株予約権を本新株予約権の発行要項に準じた条件に基づきそれぞれ交付することと

します。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するものと

します。ただし、本新株予約権の発行要項に準じた条件に基づき再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、

吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場

合に限るものとします。
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第14回(平成22年８月18日取締役会決議)

　
事業年度末現在
(平成23年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成23年５月31日)

新株予約権の数(個) 3,350 3,350

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 335,000 335,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 505同左

新株予約権の行使期間
平成22年12月１日
　　　～平成27年11月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 505
資本組入額 253

同左

新株予約権の行使の条件

(1)新株予約権者は、次のいず
れにも該当しなくなった日
から２年経過した日以後、
新株予約権を行使すること
ができない。

①当社の役員、従業員、相談役、
顧問又は嘱託 

②当社のグループ会社又は当
社が認めた会社若しくは団
体等の役員又は従業員 

(2)新株予約権者が死亡した場
合、新株予約権を相続によ
り承継した者は、承継日か
ら６ヶ月間に限りこれを行
使することができる。

(3)その他の条件は、当社と新
株予約権者との間で締結す
る「新株予約権割当契約」
に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権者は、第三者に対
して、新株予約権の全部又は
一部につき、譲渡、質入れその
他一切の処分をすることがで
きない。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

（注）２ 同左

 （注)1 新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。 　　  

2 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項は、次のとおりであります。

  当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上

を総称して、以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生の時点にお

いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）については、新株予約権の割当てを受けた者に

対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編成

対象会社」という。）の新株予約権を本新株予約権の発行要項に準じた条件に基づきそれぞれ交付することと

します。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するものと

します。ただし、本新株予約権の発行要項に準じた条件に基づき再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、

吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場

合に限るものとします。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　該当事項はありません。

　

　
(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成10年４月１日～
平成11年３月31日(注)

822 82,623 223 11,635 221 10,469

(注)　転換社債の転換による増加であります。

　
(6) 【所有者別状況】

平成23年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

1 33 35 110 114 3 13,27113,567 ―

所有株式数
(単元)

95 116,2995,541443,88598,757 34 160,905825,51671,776

所有株式数
の割合(％)

0.01 14.09 0.67 53.7711.96 0.01 19.49100.00 ―

 (注) 自己株式1,337,239株は、「個人その他」の欄に13,372単元、「単元未満株式の状況」の欄に39株含まれておりま

す。
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(7) 【大株主の状況】

平成23年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

信越化学工業株式会社 東京都千代田区大手町二丁目６番１号 42,986 52.02

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口９)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,661 3.22

CBHK-CITIBANK LONDON-F117
(常任代理人　シティバンク銀行
株式会社）

10/F, TWO HARBOURFRONT, 22 TAK FUNG
ST., KOWLOON, HONG KONG.
（東京都品川区東品川二丁目３番14号）

1,916 2.31

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,631 1.97

信越ポリマー株式会社 東京都千代田区神田須田町一丁目９番地 1,337 1.61

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内一丁目６番６号　
日本生命証券管理部内

960 1.16

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 951 1.15

STATE STREET BANK AND TRUST
COMPANY
（常任代理人　香港上海銀行東
京支店）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS
02101 U.S.A.
（東京都中央区日本橋三丁目11番１号）

789 0.95

CMBL S. A. RE MUTUAL FUNDS
（常任代理人　株式会社みずほ
コーポレート銀行決済営業部）

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET
LONDON EC2P 2HD, ENGLAND
（東京都中央区月島四丁目16番13号）

723 0.87

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) 
SUB A/C USL
（常任代理人　香港上海銀行東
京支店）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON
E14 5NT, UK
（東京都中央区日本橋三丁目11番１号）

671 0.81

計 ― 54,631 66.12

(注)　インベスコ投信投資顧問株式会社から平成22年７月22日付で、「大量保有報告書」の提出があり、平成22年７月15

日現在で以下の株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当期末現在における実質所有状況

の確認ができないので、上記表には含めておりません。

　保有状況 6,419千株、株式保有割合 7.76%　
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】
平成23年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 1,337,200

　

－ ―

完全議決権株式(その他)
普通株式 　

81,214,400
812,144 ―

単元未満株式
普通株式 　

71,776
― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 82,623,376 ― ―

総株主の議決権 ― 812,144 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式39株が含まれております。

　

② 【自己株式等】
平成23年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）
信越ポリマー株式会社

東京都千代田区神田須田
町一丁目９番地

1,337,200
 

―
 

1,337,200 1.61

計 ― 1,337,200
 

―
 

1,337,200 1.61
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(9) 【ストックオプション制度の内容】

　

（第５回）

決議年月日 平成18年８月23日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役　　　　10

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 305,000（新株予約権１個につき普通株式100株）

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 　　－

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

(注)会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づく取締役に対するストックオプション制度であります。

　

（第６回）
　決議年月日 平成18年６月29日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社使用人　　　　13
子会社取締役　　　９

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 110,000（新株予約権１個につき普通株式100株）

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 　　－

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

(注)会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づく当社使用人及び子会社取締役に対するストックオプション
制度であります。

　

（第７回）

決議年月日 平成19年６月28日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社使用人     12
子会社取締役   13

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 125,000(新株予約権１個につき普通株式100株)

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 　　－

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

(注)会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づく当社使用人及び子会社取締役に対するストックオプション
制度であります。
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（第８回）

決議年月日 平成19年７月24日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役　　　10

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 340,000(新株予約権１個につき普通株式100株)

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 　　－

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

(注)会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づく取締役に対するストックオプション制度であります。

　

（第９回）

決議年月日 平成20年６月27日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社使用人     12
子会社取締役   14

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 130,000(新株予約権１個につき普通株式100株)

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 　　－

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

(注)会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づく当社使用人及び子会社取締役に対するストックオプション
制度であります。
 

（第10回）

決議年月日 平成20年７月23日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役　　　10

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 340,000(新株予約権１個につき普通株式100株)

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 　　－

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

(注)会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づく取締役に対するストックオプション制度であります。
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（第11回）

決議年月日 平成21年６月26日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社使用人     12
子会社取締役   13

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 125,000(新株予約権１個につき普通株式100株)

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 　　－

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

(注)会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づく当社使用人及び子会社取締役に対するストックオプション
制度であります。
 

（第12回）

決議年月日 平成21年８月18日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役　　　９

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 320,000(新株予約権１個につき普通株式100株)

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 　　－

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

(注)会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づく取締役に対するストックオプション制度であります。
 

（第13回）

決議年月日 平成22年６月29日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社使用人     14
子会社取締役   10

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 120,000(新株予約権１個につき普通株式100株)

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 　　－

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

(注)会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づく当社使用人及び子会社取締役に対するストックオプション
制度であります。
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（第14回）

決議年月日 平成22年８月18日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役　　　９

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 335,000(新株予約権１個につき普通株式100株)

新株予約権の行使時の払込金額(円) 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 　　－

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

(注)会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づく取締役に対するストックオプション制度であります。
 

（第15回）
　決議年月日 平成23年６月29日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社使用人及び子会社取締役　（注）２

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 120,000株を上限とする。(注)３

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注)４

新株予約権の行使期間 平成23年12月１日～平成28年11月30日

新株予約権の行使の条件 (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 　　－

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

（注）６

(注) 1 　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づく当社使用人及び子会社取締役に対するストックオプショ
ン制度であります。

2 　付与対象者は、この有価証券報告書提出日以降に開催される当社取締役会決議をもって決定します。
3 　各新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は１００株とします。
株主総会における決議の日(以下、「決議日」という。)後、当社が当社普通株式につき、株式分割(株式無償割
当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。)又は株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により
調整し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとします。

　

　　　調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率
　

　　また、決議日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で付与株式数

を調整します。
4 　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けることが
できる株式１株当たりの払込金額(以下、「行使価額」という。)に付与株式数を乗じた金額とします。

　　行使価額は、新株予約権を割り当てる日(以下、「割当日」という。)の属する月の前月の各日(取引が成立しない
日を除く。)の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値(以下、「終値」という。)の平均値に
1.025を乗じた金額(１円未満の端数は切り上げる。)又は割当日の終値(当日に終値がない場合は、それに先立
つ直近日の終値)のいずれか高い金額とします。

　　なお、割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割又は株式併合を行う場合には、行使価額を次の算式により
調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとします。

　

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率
　

　　また、割当日後、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合
(会社法第194条の規定(単元未満株主による単元未満株式売渡請求)に基づく自己株式の売渡し、当社普通株
式に転換される証券若しくは転換できる証券又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権(新株予約権
付社債に付されたものを含む。)の転換又は行使による場合を除く。)には、行使価額を次の算式により調整し、
調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるものとします。

　

　 　 　 　
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調 整 後
行使価額

＝
調 整 前
行使価額

×
時　　　価

既発行株式数＋新規発行株式数
　

　　なお、上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式に
かかる自己株式数を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分す
る自己株式数」に読み替えるものとします。

　　さらに、上記のほか、割当日後、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で
行使価額を調整するものとします。

5 　新株予約権の行使の条件は、この有価証券報告書提出日以降に開催される当社取締役会決議をもって決定しま
す。
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6 　組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項
当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上
を総称して、以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生の時点にお
いて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につ
き、会社法第２３６条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編成対象会社」という。）の
新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとします。この場合においては、残存新株予約権は消
滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するものとします。ただし、以下の条件に沿って再編成対象
会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約
又は株式移転計画において定めた場合に限るものとします。

ⅰ 交付する再編成対象会社の新株予約権の数 
　 残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとします。 
ⅱ 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類 
 　再編成対象会社の普通株式とします。
ⅲ 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数 
　 組織再編成行為の条件等を勘案の上、上記３に準じて決定します。 
ⅳ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 　　
交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は組織再編成行為の条件等を勘案の上、調整
した再編成後払込金額に上記ⅲに従って決定される当該新株予約権の目的である株式の数を乗じて得られる
金額とします。 

ⅴ 新株予約権を行使することができる期間 　　
上記新株予約権の行使期間に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編成行為の効
力発生日のうちいずれか遅い日から、上記新株予約権の行使期間に定める新株予約権を行使することができ
る期間の満了日までとします。

ⅵ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 
　 下記７に準じて決定します。
ⅶ 譲渡による新株予約権の取得の制限 
譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとしま
す。

ⅷ 新株予約権の取得条項 
　 下記８に準じて決定します。
7 　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項
ⅰ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１項に
従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを切り
上げるものとします。

ⅱ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記ⅰ記載の資本金等増
加限度額から上記ⅰに定める増加する資本金の額を減じた額とします。

8 　新株予約権の取得条項
ⅰ 当社は、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案が当社株主総会で承認された場合、当社が分割会社となる
分割契約若しくは分割計画承認の議案が当社株主総会で承認された場合、又は当社が完全子会社となる株式
交換契約若しくは株式移転計画承認の議案が当社株主総会で承認された場合（いずれも、株主総会の承認が
不要な場合は、当社の取締役会の承認がなされた場合）は、当社取締役会が別に定める日に、新株予約権を無
償で取得することができる。

ⅱ 当社は、新株予約権の割当てを受けた者又はその相続人が、本総会決議及び取締役会決議に基づき当社と対象
使用人及び対象子会社取締役との間で締結する「新株予約権割当契約」による新株予約権の行使の条件に該
当しなくなった場合は、当社取締役会が別に定める日に、新株予約権を無償で取得することができる。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 　

　会社法第155条第７号による普通株式の取得

　
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。　

　
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。　

　
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区　分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 1,258 636,256

当期間における取得自己株式 80 32,240

(注)　「当期間における取得自己株式」には、平成23年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含まれておりません。

　
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他（単元未満株式の買増請求
による売渡)

20 10,020 ― ―

保有自己株式数 1,337,239 ― 1,337,319 ―

(注)　「その他（単元未満株式の買増請求による売渡）」及び「保有自己株式数」の「当期間」には、平成23年６月１

日から有価証券報告書提出日までの処理に係るものは含まれておりません。
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３ 【配当政策】
　

当社では、株主の皆様への収益還元は最重要課題と考えております。今後も引き続き、内部留保の充実

により、研究開発、設備の革新や能力の増強等に注力し、将来の企業価値の拡大を通じて、配当を安定的に

維持、増大させ、株主の皆様に利益の還元を図ってまいります。

 当社は、「取締役会の決議によって、毎年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主又は登録株式

質権者に対し、中間配当を行うことができる」旨を定款に定めており、中間配当と期末配当の年２回の剰

余金の配当を行うことを基本方針としております。

 これらの剰余金の配当に係る決定機関は、期末配当につきましては株主総会、中間配当につきまして

は取締役会であります。

当期の配当につきましては、当社の基本方針を踏まえ、業績及び配当性向等を勘案した結果、普通配当

９円（うち中間配当金４円50銭）とさせていただいたうえ、創立50周年の記念配当３円を加えて、１株当

たり12円といたしました。

　
なお、当事業年度における剰余金の配当は、以下のとおりであります。

　 決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

　
平成22年10月28日
取締役会決議

365 4.50

　
平成23年６月29日
定時株主総会決議

609 7.50

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第47期 第48期 第49期 第50期 第51期

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

最高(円) 2,030 1,745 768 715 720

最低(円) 1,345 539 331 410 353

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における株価を記載しております。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
10月

11月 12月
平成23年
１月

２月 ３月

最高(円) 509 476 520 590 561 529

最低(円) 416 420 453 514 495 353

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における株価を記載しております。
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５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役
会長

　 日　浦　　　致 昭和５年11月17日

昭和28年４月 信越化学工業㈱入社

(注)3 151

 〃 60年８月 同社取締役

平成２年９月 同社常務取締役

 〃 ６年６月 同社専務取締役

 〃 13年６月

 〃 19年６月

当社代表取締役社長

当社代表取締役会長

 〃 20年６月 当社取締役会長(現在)

代表取締役
社長

　 赤　澤　　　宏 昭和15年12月10日

昭和38年６月 当社入社

(注)3 70

平成元年６月 当社取締役

 〃 ７年６月 当社常務取締役

 〃 15年６月 当社専務取締役

 〃 17年６月 当社代表取締役

 〃 19年６月 当社代表取締役社長(現在)

専務取締役

開発推進
担当
 
電子
デバイス
事業本部長

小　崎　　　啓 昭和23年３月９日

昭和45年４月 当社入社

(注)3 25

平成10年８月 Shin-Etsu Polymer America,Inc.社長

　　　　　

 〃 14年６月 当社取締役

 〃 17年６月 当社常務取締役

 〃 19年６月

 

 〃 20年10月

 

 〃 22年６月

 〃 22年６月

当社電子デバイス事業本部長(現在)兼

コネクター事業部長

当社電子デバイス事業本部技術／生産

本部長

当社開発推進担当(現在)

当社専務取締役(現在)

常務取締役

総務・法務
担当
 
人事
グループ
マネジャー

戸　張　邦　明 昭和17年10月31日

昭和42年４月 信越化学工業㈱入社

(注)3 46

 〃 62年４月 当社入社

平成７年４月 当社人事グループマネジャー(現在)

 〃 ９年６月 当社取締役

 〃 ９年６月

 〃 15年６月

当社総務担当(現在)

当社常務取締役(現在)

 〃 20年６月 当社法務担当(現在)

常務取締役

研究開発・
工学技術
担当

 
研究開発
センター長

藤　木　弘　直 昭和21年12月22日

昭和47年４月 信越化学工業㈱入社

(注)3 15

平成11年10月 同社シリコーン電子材料技術研究所第

二部長

 〃 13年８月 当社入社

 〃 15年６月 当社研究開発センター長(現在)

 〃 15年６月 当社取締役

 〃 15年６月 当社研究開発担当(現在)

 〃 18年６月 当社常務取締役(現在)

 〃 18年９月 当社工学技術担当(現在)

常務取締役
経理・購買
担当

坂　口　嘉　昭 昭和19年５月12日

昭和43年４月 信越化学工業㈱入社

(注)3 26

平成12年６月 同社社長室長

 〃 12年６月 当社監査役

 〃 15年７月 信越化学工業㈱直江津工場事務部長

 〃 16年６月 当社取締役

 〃 16年６月 当社経理・購買担当(現在)

 〃 19年６月 当社常務取締役(現在)

取締役

高機能製品
事業本部長
兼ＥＰ事業
部長

伏　屋　秀　則 昭和22年10月23日

昭和45年４月 当社入社

(注)3 27

平成14年４月 当社高機能製品事業本部精密製品事業

部長

 〃 15年６月 当社取締役(現在)

 〃 19年６月

 〃 20年10月

当社高機能製品事業本部長(現在)

当社高機能製品事業本部ＥＰ事業部長

(現在)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

取締役

物流担当
 
塩ビ事業
本部長
兼生活資材
事業部長

熊　井　誠　一 昭和20年12月19日

昭和43年４月 信越化学工業㈱入社

(注)3 13

平成13年５月 同社シリコーン事業本部業務総括部長

 〃 14年６月 信越アステック㈱取締役第二事業部長

 〃 17年４月 当社入社

 〃 17年６月 当社取締役(現在)

 〃 17年６月

 〃 17年６月

当社物流担当(現在)

当社塩ビ事業本部長(現在)兼シート

フィルム事業部長

 〃 18年４月

 〃 22年６月

当社塩ビ事業本部フィルム事業部長

当社塩ビ事業本部生活資材事業部長

(現在)

取締役

総合企画・
関連事業・
情報システ
ム・環境保
安・品質保
証・技術 
担当

川　村　　　豊 昭和22年１月19日

昭和44年４月 当社入社

(注)3 16

平成３年７月 当社高機能製品事業本部SR部長

 〃 ９年６月 Shin-Etsu Polymer Europe B.V.社長

 〃 17年６月 当社取締役(現在)

 〃 17年６月 当社高機能製品事業本部長兼機能製品

事業部長

 〃 19年６月

 

 〃 21年６月

当社環境保安・品質保証・技術担当

(現在)

当社総合企画・関連事業・情報システ

ム担当(現在)

取締役 　 波　多　健治郎 昭和３年７月27日

昭和29年５月 明治生命保険相互会社入社

(注)3 ―

平成２年４月 同社代表取締役社長

 〃 10年４月 同社代表取締役会長

 〃 15年６月 当社監査役

 〃 15年７月 明治生命保険相互会社相談役

 〃 16年１月 明治安田生命保険相互会社相談役

 〃 17年12月

 
 〃 23年６月

明治安田生命保険相互会社特別顧問

(現在)

当社取締役(現在)

監査役 常勤 西　川　惠　庸 昭和13年４月８日

昭和38年４月 信越化学工業㈱入社

(注)4 58

 〃 56年５月 当社入社

 〃 63年２月 当社東京工場長

平成元年６月 当社取締役

 〃 ５年６月 当社常務取締役

 〃 ８年６月 当社専務取締役

 〃 12年６月 当社代表取締役副社長

 〃 17年６月 当社常勤監査役(現在)

監査役 常勤 川　瀬　　　實 昭和14年12月23日

昭和38年４月 信越化学工業㈱入社

(注)4 13
平成12年６月 同社大阪支店長

 〃 13年６月 信濃電気製錬㈱監査役

 〃 17年６月 当社常勤監査役(現在)

監査役 非常勤 渡　瀬　昌　彦 昭和８年11月20日

昭和32年４月 信越化学工業㈱入社

(注)5 1
平成３年10月 同社法務部長

 〃 ６年６月 当社監査役(現在)

 〃 ９年６月 信越化学工業㈱監査役(現在)

監査役 非常勤 小　池　忠　彦 昭和20年５月26日

昭和45年４月 信越化学工業㈱入社

(注)5 ―

平成８年６月 同社経理部長

 〃 14年８月 同社総務部長(現在)

 〃 16年２月

 〃 23年６月

同社法務部長(現在)

当社監査役(現在)

計 465

(注) １ 取締役波多健治郎氏は、会社法第２条第15号に定める「社外取締役」であります。

２ 監査役川瀬實氏、渡瀬昌彦氏及び小池忠彦氏は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。

３ 平成23年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から２年

４ 平成21年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年

５ 平成23年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社は、コーポレート・ガバナンスの充実が経営の基本であることを認識し、経営の意思決定の迅速化

並びに経営の透明性の確保及び内部統制機能の強化等を行い、また、株主をはじめ顧客、従業員等の立場

に立って、的確な意思決定を行い、実行することにより、企業価値の増大を図ることをコーポレート・ガ

バナンスの基本的な方針としております。

①　企業統治の体制

当社は、監査役制度を採用しており、当社における企業統治の体制は、取締役会及び監査役会（監査

役）を骨格として成り立っております。

提出日（平成23年６月29日）現在、取締役は10名（うち、社外取締役１名）で、監査役は４名（うち、

社外監査役３名）であります。

イ　企業統治の体制の概要とその体制を採用する理由

企業統治の体制としては、重要な業務の意思決定・監督の仕組みとして、毎月の定例及び臨時の取

締役会に加えて、経営委員会、投資委員会等の定例会議を設けるほか、各取締役において担当業務を

執行し、的確・迅速な対応を行う一方、社外監査役を含む監査役による適切な監査が行われておりま

す。

当社では、取締役会と監査役会により、業務執行に関する監督及び監査を重層的に行って、機能的

かつ有効な経営監督機能並びに客観性及び中立性を確保した監査機能を保持しております。

ロ　企業統治に関する事項

a  内部統制システムの整備の状況

  当社は、会社法及び会社法施行規則に基づき、内部統制システムに関する基本方針を定

  め、内部統制システムの構築、整備及び運用が重要な経営の責務であると認識し、この基本

  方針に従って、内部統制システムの構築、整備及び運用をしております。

    その概要は次のとおりであります。

（a）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

     当社グループは、遵法精神に徹し、公正な企業活動を行い、社会に貢献することを企業

   理念としており、当社グループのコンプライアンス方針、コンプライアンスマニュアルを

   定めるとともに、コンプライアンス委員会が組織横断的に対応します。

     また、コンプライアンス教育の実施、内部通報制度（ホットライン）の設置など、当社

   グループ全体で、コンプライアンスマニュアルに基づく企業行動を推進します。

     さらに、反社会的勢力との関係を遮断します。

（b）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

     取締役会等の議事録、稟議決裁書など職務執行・意思決定に係る文書（電磁的記録によ

   るものを含む。）を文書管理規程その他情報資産に関する社内規程に基づき、適切に保存

   し、管理します。

（c）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

     当社グループ全体の総合的なリスク管理体制を整備するとともに、リスク管理に関する

   諸規程を整え、事業活動に関するリスクに対応します。
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（d)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

  取締役会のほか、各種委員会等の意思決定の迅速化を図るとともに、業務の運営については、当

社グループ全体の目標を定め、事業計画等を策定して各取締役の業務分担を明確にし、効率的に業

務を執行します。     

（e）当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

  企業集団における内部統制システムを構築していくとともに、グループ各社の取引等について

は、各社の自主性を尊重し、適切に行うほか、グループ各社間の連携を密にしております。また、財

務報告の信頼性を確保します。

（f）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関

する事項

  監査役が、監査役の職務を補助すべき使用人を求めた場合は、適宜、監査役の職務を補助する体

制を整備します。

 (g)前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

  監査役の職務を補助する使用人の取締役からの独立性を確保するため、当該使用人の監査役の

指揮命令権に属する事項については、監査役の同意を得ます。

  （h）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に関する体制

  

  取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれがある事項その他重要事項につ　　き、監

査役(監査役会)に報告します。

（i)その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

  監査役と代表取締役ほか各取締役、会計監査人及び内部監査部門とは、それぞれ定期的に協議を

行います。

 b　リスク管理体制の整備の状況

  当社では、総合リスク管理委員会を設け、グループ全体の総合的なリスクを管理統括しており

ます。

　この総合リスク管理委員会のもとに、内部統制委員会、コンプライアンス委員会のほか品質管

理委員会、製品安全推進委員会、安全保障輸出管理委員会及び環境保安委員会を置き、子会社を

含むグループ全体の総合的なリスク管理並びに内部統制及びコンプライアンス体制を整備し、

運営しております。

  また、情報システム委員会、特許委員会、契約審査会、個人情報保護組織など専門委員会及び専

門スタッフ部門を設けております。

    ハ  社外取締役、社外監査役又は会計監査人との間で会社法第427条第１項に規定する契約を締結し

た場合は、当該契約の概要

当社は、社外取締役、社外監査役及び会計監査人との間で会社法第427条第１項に規定する契約

を締結しております。

［社外取締役、社外監査役及び会計監査人との責任限定契約の概要］

  当社と会社法第423条第1項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償

責任限度額は法令の定める最低責任限度額であります。

ニ  会社法第373条第１項に規定する特別取締役による取締役会の決議制度を定めた場合は、その内容

       

       当社は、特別取締役による取締役会の決議制度を定めておりません。
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②　内部監査及び監査役監査

当社の内部監査及び監査役監査の組織は、次のとおりであります。

内部監査の専任組織として、業務監査グループを置いております。また、監査役監査は監査役会（監

査役）が行っておりますが、その補助のため、監査グループを置いております。

イ　人員（財務及び会計に関する相当程度の知見を有する監査役又は監査委員が含まれる場合には、

その事実）及び手続

  a  内部監査

内部監査については、内部監査専任部署として、業務監査グループを置いております。 

  業務監査グループの人員は、専任者４名であります。

  業務監査グループは、内部監査計画に基づき、本社及びグループ会社を含む各拠点について、内

部監査を行っております。また、業務監査グループは、監査役からの求めに応じ必要な調査を行い、

監査役に必要な報告等を適宜、行っております。

b  監査役監査  

   監査役監査については、社外監査役３名を含む４名の監査役で監査を行っております。 

なお、監査役 川瀬 實氏及び監査役 小池忠彦氏は、信越化学工業株式会社で、長年、財務・会計

関連業務を担当しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

   また、監査役監査を補助する専任部署として、監査グループを置いております。

監査役は、経営監視機能としては、取締役会その他の各種会議に出席するほか、監査役会を定期

的及び臨時に開催し、各監査役からの報告等をもとに、監査に関する重要事項について協議してお

ります。

  監査役監査については、毎年、監査方針及び監査計画に従い、当社及び海外拠点を含むグループ

各社について、監査役による監査を行うとともに、会計監査人である監査法人原会計事務所が行っ

た監査に関する報告・説明を随時求め、情報交換、意見交換等を行い、監査の質を高めております。

ロ　内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携、監査と内部統制部門との関係

  内部監査を担当する業務監査グループ、監査役監査を行う監査役及び会計監査を行う会計監査

人とは、定期的又は適宜、会合、打合せ、報告等を行い、相互に連携しております。

  内部統制については、内部統制委員会を設け、内部統制を推進しております。また、財務報告に係

る内部統制については「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内

部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」（企業会計審議会）に基づ

き、財務報告の信頼性を高めるために、その整備、運用及び評価を行っております。

  内部統制委員会は、定期的又は適宜、業務監査グループ（内部監査）、監査役及び会計監査人と

会合、報告、意見交換等を行っております。

  以上のように、内部監査、監査役監査及び会計監査は、相互協力、相互連携のもとに、情報交換、打

合せ等を密に行い、また、内部統制部門との連携のもとに、監査及び内部統制の充実に努めており

ます。

　

EDINET提出書類

信越ポリマー株式会社(E02388)

有価証券報告書

 44/122



　

③　社外取締役及び社外監査役

　　　  提出日現在、当社の社外取締役は１名、社外監査役は３名であります。

イ　社外取締役及び社外監査役と提出会社との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係

　

　社外取締役 波多健治郎氏は、明治安田生命保険相互会社の特別顧問及び三菱地所株式会社の社

外監査役であります。当社と同氏及び両社との間には特別の関係はありません。

　社外監査役 川瀬 實氏は、当社の親会社である信越化学工業株式会社の出身であります。当社と

同氏との間には特別の関係はありません。

  社外監査役 渡瀬昌彦氏は、当社の親会社である信越化学工業株式会社の監査役及び同社の子会

社である信越半導体株式会社の社外監査役であります。

  社外監査役 小池忠彦氏は、当社の親会社である信越化学工業株式会社の総務部長兼法務部長で

あります。信越化学工業株式会社は当社の議決権の53.0%(内0.1％は間接保有)を保有しており、当

社は同社から原材料の購入等を行っております。また、信越半導体株式会社へは製品を販売してお

ります。

ロ　社外取締役又は社外監査役が提出会社の企業統治において果たす機能及び役割　　

　社外取締役又は社外監査役は、他社等での経験や知見が豊富であり、かつ経営から客観的で独立

した立場であることが重要であると考えており、当社の社外監査役は、社外的観点及び見識並びに

中立的及び独立的立場から当社の企業統治について、監査を行うとともに、さまざまな提言や意見

を行い、コーポレート・ガバナンスの強化に重要な役割を果たしております。

ハ　社外取締役又は社外監査役の選任状況に関する提出会社の考え方

　当社では社外取締役又は社外監査役の選任に当たっては、原則として、一般株主と利益相反が生

じるおそれがなく、豊富な経験や幅広い見識を有する者を社外取締役又は社外監査役に選任し、

コーポレート・ガバナンスの強化を図っていく方針であります。

　当社では、１名の社外取締役を含む取締役会と３名の社外監査役を含む監査役会により、業務執

行に関する監督及び監査を重層的に行っており、機能的かつ有効な経営監督機能並びに客観性及

び中立性を確保した監査機能を保持しております。

ニ　社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連

携並びに内部統制部門との関係

  社外取締役は、取締役会のほか社内の重要会議に出席し、報告を受けたり、提言や意見を述べて

おります。

  社外監査役は、取締役会及び監査役会に参加し、報告を受けたり、提言や意見を述べるほか、監査

計画に従って、自ら必要に応じて、監査を行っております。

  また、内部監査部門、会計監査人、内部統制部門から報告等を受け、協議、連携が保たれておりま

す。
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　ホ　以上の関係を模式図で示すと次のとおりであります。

　

　

④  役員の報酬等

イ  提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

　

役員区分
報酬等の総額

(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬 ストック

オプション 賞与

取締役(社外取締役を除く) 276 231 26 17 9

監査役(社外監査役を除く) 20 20 － － 1

社外役員 28 28 － － 3

　

ロ　提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

　　連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。
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ハ　使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

 総額(百万円） 対象となる役員の員数(名) 内　容

25 3使用人兼務取締役の使用人としての職務に対する給与

ニ　役員の報酬等の額の決定に関する方針

当社の役員報酬は、株主総会で承認された総額の範囲内で、役割などを考慮し、取締役につい

ては取締役会で、監査役については監査役の協議で決定しております。

a　取締役

　 取締役の報酬は、業績及び株価を反映させ、企業価値向上に対する取締役の経営責任を明

 確にすることから、役割に応じた「基本報酬」に加えて、年次業績が反映する「賞与」及び

 「ストックオプション」としております。

b　監査役

   監査役の報酬は、業績に対する客観性を重視し、役割に応じた「基本報酬」としております。

 

⑤　株式の保有状況

イ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

　 銘柄数  36銘柄

　 貸借対照表計上額の合計額 831百万円

ロ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照表計　　　

　　上額及び保有目的

　
(前事業年度）

　　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式のうち、当事業年度における貸借対照表計

　　上額の上位10銘柄（貸借対照表計上額が資本金額の100分の１を超える銘柄を含む）

　
 特定投資株式

　
銘   柄

株式数 貸借対照表
保有目的

　  (株） 計上額(百万円)

　
Ta Yang Group Holdings Limited（香港)12,000,000 208

当社グループの製品・サービスに
係る業務のより円滑な推進のため

　
三井物産㈱ 75,907 119

当社グループの製品・サービスに
係る業務のより円滑な推進のため

　
ブラザー工業㈱ 100,000 113

当社グループの製品・サービスに
係る業務のより円滑な推進のため

　
シャープ㈱ 71,960 84

当社グループの製品・サービスに
係る業務のより円滑な推進のため

　
㈱高速 94,600 63

当社グループの製品・サービスに
係る業務のより円滑な推進のため

　
カシオ計算機㈱ 88,000 63

当社グループの製品・サービスに
係る業務のより円滑な推進のため

　
㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 75,000 36

財務・経理・総務に係る業務のよ
り円滑な推進のため

　
日機装㈱ 48,805 33

当社グループの製品・サービスに
係る業務のより円滑な推進のため

　
㈱八十二銀行 60,565 32

財務・経理・総務に係る業務の　
より円滑な推進のため

　
橋本総業㈱ 30,000 27

当社グループの製品・サービスに
係る業務のより円滑な推進のため

　　　　（注） 上記のうち上位２銘柄は、貸借対照表計上額が当社資本金額の100分の１を超えております。

　

(当事業年度)

　　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式のうち、当事業年度における貸借対照表計

　　上額の上位30銘柄（貸借対照表計上額が資本金額の100分の１を超える銘柄を含む）
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特定投資株式

　
銘   柄

株式数 貸借対照表
保有目的

　  (株） 計上額(百万円)

　
 ブラザー工業㈱ 100,000 122

当社グループの製品・サービスに
係る業務のより円滑な推進のため

　
 三井物産㈱ 78,062 116

当社グループの製品・サービスに
係る業務のより円滑な推進のため

　
 Ta Yang Group Holdings  Limited（香
港）

12,000,000 92
当社グループの製品・サービスに
係る業務のより円滑な推進のため

　
 ㈱高速　 94,600 63

当社グループの製品・サービスに
係る業務のより円滑な推進のため

　
 シャ－プ㈱ 71,960 59

当社グループの製品・サービスに
係る業務のより円滑な推進のため

　
 カシオ計算機㈱ 88,000 57

当社グループの製品・サービスに
係る業務のより円滑な推進のため

　
 日機装㈱ 51,386 36

当社グループの製品・サービスに
係る業務のより円滑な推進のため

　
 ㈱八十二銀行 60,565 29

財務・経理・総務に係る業務のよ
り円滑な推進のため

　
 ㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 75,000 28

財務・経理・総務に係る業務のよ
り円滑な推進のため

　
 橋本総業 ㈱ 30,000 28

当社グループの製品・サービスに
係る業務のより円滑な推進のため

　
 ニチコン㈱ 17,000 19

当社グループの製品・サービスに
係る業務のより円滑な推進のため

　
 ㈱武蔵野銀行 6,100 16

財務・経理・総務に係る業務のよ
り円滑な推進のため

　
 中央化学㈱ 43,000 15

当社グループの製品・サービスに
係る業務のより円滑な推進のため

　
 ㈱フジ 9,001 14

当社グループの製品・サービスに
係る業務のより円滑な推進のため

　
 ㈱マミーマート 12,100 14

当社グループの製品・サービスに
係る業務のより円滑な推進のため

　
 アテナ工業(株) 50,000 13

当社グループの製品・サービスに
係る業務のより円滑な推進のため

　
 みずほ信託銀行㈱ 125,500 9

財務・経理・総務に係る業務のよ
り円滑な推進のため

　
 タキロン㈱ 17,994 6

当社グループの製品・サービスに
係る業務のより円滑な推進のため

　
 イオン㈱ 6,000 5

当社グループの製品・サービスに
係る業務のより円滑な推進のため

　
 岩崎通信機㈱ 54,653 5

当社グループの製品・サービスに
係る業務のより円滑な推進のため

　
 ㈱みずほフィナンシャルグループ 35,000 4

財務・経理・総務に係る業務のよ
り円滑な推進のため

　
 ソ－ダニッカ㈱ 12,000 4

当社グループの製品・サービスに
係る業務のより円滑な推進のため

　
 マックスバリュ東北㈱ 6,000 3

当社グループの製品・サービスに
係る業務のより円滑な推進のため

　
 ㈱ヤオコ－   1,100 2

当社グループの製品・サービスに
係る業務のより円滑な推進のため

　
 ㈱ＪＭＳ 10,000 2

当社グループの製品・サービスに
係る業務のより円滑な推進のため

　
 ㈱タイヨー 4,000 2

当社グループの製品・サービスに
係る業務のより円滑な推進のため

　
 ㈱バロ－   2,400 1

当社グループの製品・サービスに
係る業務のより円滑な推進のため

　
 ㈱三ツ星  11,000 1

当社グループの製品・サービスに
係る業務のより円滑な推進のため

　
 加賀電子㈱ 1,500 1

当社グループの製品・サービスに
係る業務のより円滑な推進のため

　
 クリエイト㈱ 1,830 0

当社グループの製品・サービスに
係る業務のより円滑な推進のため

　　　　（注） 上記のうち上位２銘柄は、貸借対照表計上額が当社資本金額の100分の１を超えております。

ハ  保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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⑥　会計監査の状況

イ　業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名

氏　名 　 所属する監査法人名 　 　

松　木　良　幸 　 監査法人 原会計事務所 　 　

島　崎　義　司 　 同    上 　 　

ロ　監査業務に係る補助者の構成

公認会計士試験合格者 ３名

その他 １名

⑦　取締役会で決議することができる株主総会決議事項

a　自己株式の取得

 当社は、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会

の決議によって、市場取引等により自己株式を取得することができる旨を定款に定めております。

b  取締役及び監査役の責任免除

 当社は、取締役及び監査役が期待される役割を十分発揮できるよう、会社法第426条第１項の規定に

より、取締役会の決議によって、取締役及び監査役の会社法第423条第１項の賠償責任を法令の限度に

おいて免除することができる旨を定めております。

c　中間配当

 当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、取締役会の決議によって、毎年９月30日の最終の株

主名簿に記録された株主又は登録株式質権者に対して、中間配当を行うことができる旨を定款に定め

ております。

⑧　取締役の定数

当社は、当社の取締役は15名以内とする旨、定款に定めております。

⑨　取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び選任決議は累積投票によらない旨を定

款に定めております。

⑩　株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目

的として、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分

の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めております。
　

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　 区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

　 提出会社 40 ― 40 ―

　 連結子会社 20 ― 20 ―

　 計 60 ― 60 ―

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。
　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。
　

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成21年４月１日から平成

22年３月31日まで)及び前事業年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)並びに当連結会計年度

(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)及び当事業年度(平成22年４月１日から平成23年３月31日

まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、監査法人原会計事務所の監査を受けております。

　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みを行っております。具体的には会計基

準等の内容またはその変更等について適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準

機構へ加入し、また、公益財団法人財務会計基準機構が行うセミナーに参加しております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 25,328 26,874

受取手形及び売掛金 22,863 19,375

商品及び製品 5,560 4,992

仕掛品 316 740

原材料及び貯蔵品 2,034 2,180

繰延税金資産 750 639

未収入金 1,774 1,513

その他 259 271

貸倒引当金 △192 △172

流動資産合計 58,694 56,415

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 8,529 8,112

機械装置及び運搬具（純額） 4,997 4,945

土地 6,123 6,166

建設仮勘定 1,166 922

その他（純額） 1,244 1,030

有形固定資産合計 ※１
 22,061

※１
 21,177

無形固定資産

ソフトウエア 199 162

その他 30 30

無形固定資産合計 230 192

投資その他の資産

投資有価証券 ※２
 2,277

※２
 1,223

長期貸付金 167 6

繰延税金資産 1,160 1,286

その他 1,034 1,024

投資その他の資産合計 4,640 3,540

固定資産合計 26,933 24,911

資産合計 85,628 81,326

EDINET提出書類

信越ポリマー株式会社(E02388)

有価証券報告書

 51/122



(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 13,737 13,168

短期借入金 1,581 1

未払金 391 348

未払法人税等 418 441

未払費用 1,053 996

賞与引当金 986 849

役員賞与引当金 3 22

その他 691 530

流動負債合計 18,864 16,357

固定負債

長期借入金 5 4

退職給付引当金 1,577 1,691

資産除去債務 － 182

その他 380 379

固定負債合計 1,963 2,257

負債合計 20,827 18,615

純資産の部

株主資本

資本金 11,635 11,635

資本剰余金 10,469 10,469

利益剰余金 45,829 46,270

自己株式 △943 △944

株主資本合計 66,991 67,430

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 202 108

為替換算調整勘定 △3,375 △5,869

その他の包括利益累計額合計 △3,172 △5,760

新株予約権 318 348

少数株主持分 663 692

純資産合計 64,800 62,710

負債純資産合計 85,628 81,326

EDINET提出書類

信越ポリマー株式会社(E02388)

有価証券報告書

 52/122



②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

売上高 70,181 70,469

売上原価 ※１
 53,012

※１
 52,002

売上総利益 17,168 18,466

販売費及び一般管理費 ※2, ※3
 14,711

※2, ※3
 15,080

営業利益 2,457 3,385

営業外収益

受取利息 157 92

為替差益 28 －

通貨スワップ評価益 75 －

法人税等還付加算金 133 42

その他 117 135

営業外収益合計 511 269

営業外費用

支払利息 137 97

為替差損 － 487

その他 15 15

営業外費用合計 152 600

経常利益 2,816 3,054

特別利益

固定資産売却益 ※４
 14

※４
 21

投資有価証券売却益 3 0

貸倒引当金戻入額 － 15

新株予約権戻入益 16 7

償却債権取立益 4 2

特別利益合計 38 47

特別損失

固定資産除却損 ※５
 181

※５
 85

投資有価証券評価損 3 3

会員権評価損 2 3

減損損失 － ※６
 598

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 112

災害による損失 － ※７
 75

子会社整理損 ※８
 847 －

たな卸資産処分損 218 －

事業再編損 ※９
 66 －

特別損失合計 1,318 880

税金等調整前当期純利益 1,535 2,221

法人税、住民税及び事業税 771 949

過年度法人税等 － ※10
 144

法人税等還付税額 △530 △182

法人税等調整額 355 74

法人税等合計 596 985

少数株主損益調整前当期純利益 － 1,235

少数株主利益 22 11

当期純利益 916 1,224
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【連結包括利益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 － 1,235

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － △93

為替換算調整勘定 － △2,603

その他の包括利益合計 － ※２
 △2,697

包括利益 － ※１
 △1,461

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － △1,363

少数株主に係る包括利益 － △97
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 11,635 11,635

当期末残高 11,635 11,635

資本剰余金

前期末残高 10,469 10,469

当期末残高 10,469 10,469

利益剰余金

前期末残高 45,645 45,829

当期変動額

剰余金の配当 △731 △731

当期純利益 916 1,224

自己株式の処分 △0 △0

連結範囲の変動 － △52

当期変動額合計 184 440

当期末残高 45,829 46,270

自己株式

前期末残高 △943 △943

当期変動額

自己株式の取得 △1 △0

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △943 △944

株主資本合計

前期末残高 66,807 66,991

当期変動額

剰余金の配当 △731 △731

当期純利益 916 1,224

自己株式の取得 △1 △0

自己株式の処分 0 0

連結範囲の変動 － △52

当期変動額合計 184 439

当期末残高 66,991 67,430

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 30 202

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

172 △93

当期変動額合計 172 △93

当期末残高 202 108
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

為替換算調整勘定

前期末残高 △4,539 △3,375

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

1,163 △2,494

当期変動額合計 1,163 △2,494

当期末残高 △3,375 △5,869

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 △4,508 △3,172

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

1,336 △2,588

当期変動額合計 1,336 △2,588

当期末残高 △3,172 △5,760

新株予約権

前期末残高 273 318

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 45 29

当期変動額合計 45 29

当期末残高 318 348

少数株主持分

前期末残高 641 663

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 21 29

当期変動額合計 21 29

当期末残高 663 692

純資産合計

前期末残高 63,213 64,800

当期変動額

剰余金の配当 △731 △731

当期純利益 916 1,224

自己株式の取得 △1 △0

自己株式の処分 0 0

連結範囲の変動 － △52

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,403 △2,529

当期変動額合計 1,587 △2,090

当期末残高 64,800 62,710
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,535 2,221

減価償却費 2,979 3,085

減損損失 － 598

災害損失 － 75

退職給付引当金の増減額（△は減少） 120 115

受取利息及び受取配当金 △179 △115

支払利息 137 97

為替差損益（△は益） 28 215

子会社整理損 700 －

有形固定資産除却損 181 85

有形固定資産売却損益（△は益） △14 △21

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 112

売上債権の増減額（△は増加） △2,491 2,590

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,685 △141

仕入債務の増減額（△は減少） 1,654 △475

未払又は未収消費税等の増減額 291 △155

その他 277 △156

小計 7,906 8,132

利息及び配当金の受取額 160 132

利息の支払額 △137 △97

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 877 △662

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,806 7,505

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 210 △800

有形固定資産の取得による支出 △754 △2,226

有形固定資産の売却による収入 31 69

非連結子会社への出資による支出 △103 －

長期貸付けによる支出 △241 △2

その他 △91 △153

投資活動によるキャッシュ・フロー △949 △3,113

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △3,001 △1,617

長期借入金の返済による支出 △1,061 △168

配当金の支払額 △731 △732

その他 △9 △8

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,805 △2,526

現金及び現金同等物に係る換算差額 220 △1,608

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,271 256

現金及び現金同等物の期首残高 22,058 25,223

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

△106 489

現金及び現金同等物の期末残高 ※１
 25,223

※１
 25,969
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【継続企業の前提に関する注記】

前連結会計年度

(自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日)

  該当事項はありません。 　該当事項はありません。

　

【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

前連結会計年度

(自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社

子会社17社のうち、15社を連結範囲に含めておりま

す。連結子会社名については、「第１　企業の概況　４

　関係会社の状況」に記載しております。

なお、Shin-Etsu Polymer Mexico, S. A. de C.V.

は、当連結会計年度末に解散したため、資産及び負債

を清算価値で評価し、清算までの損益を連結損益に

反映させております。その結果、重要性がなくなった

ため、当連結会計年度末に連結の範囲から除外して

おります。

１　連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社

子会社17社のうち、16社を連結範囲に含めておりま

す。連結子会社名については、「第１　企業の概況　４

　関係会社の状況」に記載しております。

なお、当連結会計年度より、Shin-Etsu Polymer

India Pvt.Ltd.は重要性が増したため、連結の範囲

に含めております。

　(2) 非連結子会社

非連結子会社は次に示す２社であります。

　Shin-Etsu Polymer India Pvt.Ltd.

　Shin-Etsu Polymer Mexico, S. A. de C.V.

なお、非連結子会社はいずれも小規模であり、総資

産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰

余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲か

ら除外しております。

　(2) 非連結子会社

非連結子会社は次に示す１社であります。

　Shin-Etsu Polymer Mexico, S. A. de C.V.

 
なお、非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、

当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分

に見合う額)等は、いずれも連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外して

おります。

２　持分法の適用に関する事項

持分法は適用しておりません。

なお、持分法を適用していない非連結子会社

(Shin-Etsu Polymer India Pvt.Ltd. 及び

Shin-Etsu Polymer Mexico, S. A. de C.V.)は、当

期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に

見合う額)等からみて連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、

持分法の適用範囲から除外しております。

２　持分法の適用に関する事項

持分法は適用しておりません。

なお、持分法を適用していない非連結子会社

(Shin-Etsu Polymer Mexico, S. A. de C.V.)は、当

期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に

見合う額)等からみて連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、

持分法の適用範囲から除外しております。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　　連結子会社のうち、次に示す在外子会社９社の決算日

は12月31日であります。

Shin-Etsu Polymer America, Inc.

Shin-Etsu Polymer (Malaysia) Sdn. Bhd.

Shin-Etsu Polymer Europe B. V.

蘇州信越聚合有限公司

P.T. Shin-Etsu Polymer Indonesia

信越聚合物(上海)有限公司

Shin-Etsu Polymer Hungary Kft.

Shin-Etsu Polymer Hong Kong Co.,Ltd.

Shin-Etsu Polymer Singapore Pte.Ltd.

　
決算日が連結決算日と異なるこれらの連結子会社に

ついては、連結財務諸表の作成に当たって、仮決算を

行わず個々の決算日の財務諸表を使用し、連結決算

日との差異から生じた重要な取引について、連結上

必要な調整を行っております。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　　連結子会社のうち、次に示す在外子会社10社の決算日

は12月31日であります。

Shin-Etsu Polymer America, Inc.

Shin-Etsu Polymer (Malaysia) Sdn. Bhd.

Shin-Etsu Polymer Europe B. V.

蘇州信越聚合有限公司

P.T. Shin-Etsu Polymer Indonesia

信越聚合物(上海)有限公司

Shin-Etsu Polymer Hungary Kft.

Shin-Etsu Polymer Hong Kong Co.,Ltd.

Shin-Etsu Polymer Singapore Pte.Ltd.

Shin-Etsu Polymer India Pvt.Ltd.

決算日が連結決算日と異なるこれらの連結子会社に

ついては、連結財務諸表の作成に当たって、仮決算を

行わず個々の決算日の財務諸表を使用し、連結決算

日との差異から生じた重要な取引について、連結上

必要な調整を行っております。
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前連結会計年度

(自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日)

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 (イ)有価証券(その他有価証券)

　　　 時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純

資産直入法により処理し、

売却原価は総平均法により

算定)を採用しております。

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 (イ)有価証券(その他有価証券)

　　　 時価のあるもの……同左

　　　 時価のないもの……総平均法による原価法を採用

しております。

　　　 時価のないもの……同左

　 (ロ)デリバティブ

　　　 時価法を採用しております。

　 (ロ)デリバティブ

　　　　　　　　　　　　 同左

　 (ハ)たな卸資産

主として総平均法による原価法(貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定)を採用しております。

　 (ハ)たな卸資産

　　　　　　　　　　　　 同左

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 (イ)有形固定資産(リース資産を除く)

当社及び国内連結子会社は、定率法(ただし、平成

10年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除

く)は定額法)、在外連結子会社は主として定額法

を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物及び構築物　　　　　５～50年

　機械装置及び運搬具　　　２～10年

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 (イ)有形固定資産(リース資産を除く)

　　　　　　　　　　　　 同左

　 (ロ)無形固定資産(リース資産を除く)

自社利用のソフトウエアについては、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用し

ております。

　 (ロ)無形固定資産(リース資産を除く)

　　　　　　　　　　　　 同左

　 (ハ)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

　 (ハ)リース資産

　　　　　　　　　　　　 同左
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前連結会計年度

(自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日)

　(3) 重要な引当金の計上基準

　 (イ)貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。

　(3) 重要な引当金の計上基準

　 (イ)貸倒引当金

同左

　 (ロ)賞与引当金

当社及び国内連結子会社は、従業員に対して支給

する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上

しております。

　 (ロ)賞与引当金

同左

　 (ハ)役員賞与引当金

当社及び一部の連結子会社は、役員に対して支給

する賞与に充てるため、当連結会計年度における

支給見込額に基づき計上しております。

　 (ハ)役員賞与引当金

同左

　 (ニ)退職給付引当金

当社及び国内連結子会社は、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定

額法により、翌連結会計年度から費用処理するこ

ととしています。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法

により費用処理することとしています。

 　　　(会計方針の変更)

当連結会計年度より、「退職給付に係る会計基

準」の一部改正(その３)(企業会計基準第19号　

平成20年７月31日公表分)を適用しております。

数理計算上の差異を翌期から償却するため、これ

による当連結会計年度の営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益に与える影響はありま

せん。

また、本会計基準の適用に伴い発生する退職給付

債務の差額の未処理残高の減少額は49百万円で

あります。

　 (ニ)退職給付引当金

当社及び国内連結子会社は、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定

額法により、翌連結会計年度から費用処理するこ

ととしています。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法

により費用処理することとしています。
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前連結会計年度

(自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日)

　(4) 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の

確実性が認められる工事契約については工事進行

基準を適用し、その他の工事契約については工事

完成基準を適用しております。なお、工事進行基準

を適用する工事の当連結会計年度末における進捗

度の見積もりは、原価比例法によっております。

(会計方針の変更)

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、

工事完成基準を適用しておりましたが、「工事契

約に関する会計基準」(企業会計基準第15号　平成

19年12月27日)及び「工事契約に関する会計基準

の適用指針」(企業会計基準適用指針第18号　平成

19年12月27日)を適用し、当連結会計年度に着手し

た工事契約から、当連結会計年度末までの進捗部

分について成果の確実性が認められる工事につい

ては工事進行基準を、その他の工事については工

事完成基準を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

　(4) 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の

確実性が認められる工事契約については工事進行

基準を適用し、その他の工事契約については工事

完成基準を適用しております。なお、工事進行基準

を適用する工事の当連結会計年度末における進捗

度の見積もりは、原価比例法によっております。

　(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。

なお、在外子会社の資産及び負債は、在外子会社の

決算日における直物為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換

算し、換算差額は純資産の部における為替換算調

整勘定及び少数株主持分に含めて計上しておりま

す。

　(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

同左

　(6) 重要なヘッジ会計の方法

　 (イ)ヘッジ会計の方法

振当処理の要件を満たしている通貨スワップに

ついては、振当処理を採用しております。

　(6) 重要なヘッジ会計の方法

　 (イ)ヘッジ会計の方法

同左

　 (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

通貨スワップ‥‥‥‥外貨建貸付金

　 (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　 (ハ)ヘッジ方針

当社グループ(当社及び連結子会社)は為替相場

の変動リスクを回避する目的で、外貨建貸付金に

ついて通貨スワップ取引を行っております。

　 (ハ)ヘッジ方針

同左

　 (ニ)ヘッジ有効性評価の方法

振当処理によっている通貨スワップについては、

有効性の評価を省略しております。

　 (ニ)ヘッジ有効性評価の方法

同左
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前連結会計年度

(自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日)

―――――――――――― 　(7) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、計上後20年以内でその

効果の発現する期間にわたって均等償却をして

おります。なお、金額的重要性がない場合には発

生年度に一括償却しております。

―――――――――――― 　(8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資から

なっております。

　(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　　　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。

　(9) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　　　消費税等の会計処理

同左

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価

評価法によっております。

――――――――――――

６　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投資からなっており

ます。

――――――――――――
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【会計方針の変更】

前連結会計年度

(自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日)

―――――――――――― (資産除去債務に関する会計基準等)

　当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」(企業会計基準第18号　平成20年３月31日)及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第21号　平成20年３月31日)を適用しており

ます。

　これにより、当連結会計年度の営業利益、経常利益がそ

れぞれ５百万円減少し、税金等調整前当期純利益は117

百万円減少しております。

　
【表示方法の変更】

　

前連結会計年度

(自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日)

―――――――――――― (連結損益計算書関係)

　当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づ

き、財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令(平成

21年３月24日　内閣府令第５号)を適用し、「少数株主損

益調整前当期純利益」の科目で表示しております。

　

【追加情報】

　

前連結会計年度

(自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日)

―――――――――――― 　当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第25号　平成22年６月30日)を適用

しております。ただし、「その他の包括利益累計額」及

び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度

の金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額

等合計」の金額を記載しております。
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【注記事項】

　
(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
（平成22年３月31日）

当連結会計年度
（平成23年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 　54,136百万円※１　有形固定資産の減価償却累計額　 54,512百万円

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと
おりであります。

投資有価証券 1,260百万円

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと
おりであります。

投資有価証券 362百万円

　３　偶発債務 　３　偶発債務

当社従業員の住宅資金
借入に対する保証債務

15百万円
当社従業員の住宅資金
借入に対する保証債務

13百万円
　 　

　
(連結損益計算書関係)

　

前連結会計年度

(自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日)

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の
金額であり、たな卸資産評価損83百万円が売上原価
に含まれております。

※２　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は、次
のとおりであります。

荷造・運搬費 2,252百万円

給料手当 3,041百万円

賞与引当金繰入額 838百万円

退職給付引当金繰入額 162百万円

貸倒引当金繰入額 64百万円

研究開発費 2,519百万円

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の
金額であり、たな卸資産評価損75百万円が売上原価
に含まれております。

※２　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は、次
のとおりであります。

荷造・運搬費 2,554百万円

給料手当 3,072百万円

賞与引当金繰入額 798百万円

退職給付引当金繰入額 111百万円

役員賞与引当金繰入額 27百万円

研究開発費 2,581百万円

※３　研究開発費の総額は2,519百万円で、一般管理費に
含まれております。

※３　研究開発費の総額は2,581百万円で、一般管理費に
含まれております。

※４　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

　機械装置及び運搬具 13百万円

　「有形固定資産」のその他 0百万円

　合計 14百万円

※４　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

　機械装置及び運搬具 21百万円

 

※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

　建物及び構築物 18百万円

　機械装置及び運搬具 61百万円

　「有形固定資産」のその他 98百万円

　無形固定資産 1百万円

　合計 181百万円

※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

　建物及び構築物 15百万円

　機械装置及び運搬具 47百万円

　「有形固定資産」のその他 23百万円

　合計 85百万円
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前連結会計年度

(自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日)

――――――――――――――――― ※６　当連結会計年度において、当社グループは以下の
資産グループについて減損損失を計上しておりま
す。

場所 用途 種類 減損損失額

当社
東京工場
(埼玉県さ
いたま市)

住環境・生活資
材関連製品製造
設備

機械装置等 109百万円

当社
南陽工場
(山口県
周南市)

住環境・生活資
材関連製品製造
設備

機械装置等 23百万円

新潟ポリ
マー(株)
(新潟県
糸魚川市)

精密成形品関連
製品洗浄設備

建物 286百万円

機械装置等 178百万円

合計 465百万円

　　　当社グループは、損益管理を合理的に行える事業単
位で資産をグループ化し、減損損失の認識を行って
おります。

　　　当社の住環境・生活資材関連事業(塩ビパイプ製品
及びプラスチックシート)の製造設備は、営業活動
による営業損益が継続して損失であるため、各資産
の帳簿価額を回収可能価額まで減損しております。

　　　また、当社の連結子会社である新潟ポリマー株式会
社の精密成形品関連事業(半導体関連容器)の洗浄
設備は、受注低迷により稼働率が著しく低下し回復
する見込みがないため、各資産の帳簿価額を回収可
能価額まで減額しております。

　　　なお、回収可能価額の算定は正味売却価額により測
定しており、他への転用や売却が困難であるため、
備忘価額等で評価しております。

――――――――――――――――― ※７　災害による損失

　　　当社における東日本大震災による損失額であり、内
容は次のとおりであります。

計画停電時の操業停止費用(固定費) 32百万円

たな卸資産廃棄損 28百万円

固定資産修繕費 14百万円

　合計 75百万円

※８　Shin-Etsu Polymer Mexico, S.A. de C.V.の整理
によるものであります。

―――――――――――――――――

※９　欧州におけるロジスティック業務再編費用であり
ます。

―――――――――――――――――

――――――――――――――――― ※10　過年度法人税等は、主にShin-Etsu Polymer 　　　　
(Malaysia) Sdn. Bhd. における再投資控除(法人税優
遇制度)の更正によるものであります。
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(連結包括利益計算書関係)

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

※１  当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益

親会社株主に係る包括利益 2,252百万円

少数株主に係る包括利益 30百万円

計 2,283百万円

　

※２  当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益

その他有価証券評価差額金 172百万円

為替換算調整勘定 1,171百万円

計 1,344百万円

　
(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末

（株）
増加
（株）

減少
（株）

当連結会計年度末
（株）

　普通株式 82,623,376 － － 82,623,376

　

２　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末

（株）
増加
（株）

減少
（株）

当連結会計年度末
（株）

　普通株式 1,334,316 1,865 180 1,336,001

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取請求による増加　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,865株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買増請求による減少　　　　　　　　　　　　　　　　　　　180株

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる

株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株） 当連結会計

年度末残高

（百万円）
前連結

会計年度末
増加 減少

当連結

会計年度末

提出会社
ストック・オプション
としての新株予約権

― 318

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

平成21年6月26日
定時株主総会

普通株式 365 4.50平成21年３月31日平成21年６月29日

平成21年10月27日
取締役会

普通株式 365 4.50平成21年９月30日平成21年11月30日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成22年6月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 365 4.50平成22年３月31日平成22年６月30日
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当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末

(株)

増加

(株)

減少

(株)

当連結会計年度末

(株)

　普通株式 82,623,376 － － 82,623,376
　

　

２　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末

(株)
増加
(株)

減少
(株)

当連結会計年度末
(株)

　普通株式 1,336,001 1,258 20 1,337,239
　

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取請求による増加　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,258株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買増請求による減少　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 20株

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる

株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株） 当連結会計

年度末残高

（百万円）
前連結

会計年度末
増加 減少

当連結

会計年度末

提出会社
ストック・オプション
としての新株予約権

― 348

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

平成22年6月29日
定時株主総会

普通株式 365 4.50平成22年３月31日平成22年６月30日

平成22年10月28日
取締役会

普通株式 365 4.50平成22年９月30日平成22年11月30日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成23年6月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 609 7.50平成23年３月31日平成23年６月30日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前連結会計年度

(自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年３月31日現在）

現金及び預金勘定 25,328百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△105百万円

現金及び現金同等物 25,223百万円

（平成23年３月31日現在）

現金及び預金勘定 26,874百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△905百万円

現金及び現金同等物 25,969百万円

　 　
　

(リース取引関係)

　

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１　ファイナンス・リース取引 １　ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容 ①リース資産の内容

 　 国内連結子会社における車両運搬具(有形固定資産の

「その他」)であります。

同左

 

②リース資産の減価償却の方法 ②リース資産の減価償却の方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

同左

 
　 　

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
取得価額
 相当額
(百万円)

減価償却
 累計額
 相当額
(百万円)

  期末
  残高
 相当額
(百万円)

無形固定資産
「ソフトウェア」

13 9 4

　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定しております。

　
取得価額
 相当額
(百万円)

減価償却
 累計額
 相当額
(百万円)

  期末
  残高
 相当額
(百万円)

無形固定資産
「ソフトウェア」

8 5 3

同左

②未経過リース料期末残高相当額

１年内 1百万円

１年超 2

合計 4

　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、「支払利子込み法」により算定して

おります。

②未経過リース料期末残高相当額

１年内 1百万円

１年超 1

合計 3

同左

③支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 2百万円

減価償却費相当額 2

③支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 1百万円

減価償却費相当額 1

④減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

④減価償却費相当額の算定方法

　同左

　

EDINET提出書類

信越ポリマー株式会社(E02388)

有価証券報告書

 68/122



　

(金融商品関係)

　
　前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

(追加情報)

　当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号 平成20年３月10日)及び「金融

商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日)を適用してお

ります。

　
　１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

  当社グループは、主に当社の親会社である信越化学工業株式会社からの借入により資金調達する方

針ですが、一部金融機関からの借入があります。運転資金は短期借入金により、また、設備投資資金は長

期借入金により調達しています。一時的な余剰資金は短期的な預金に限定して運用しています。デリバ

ティブは、外貨建ての金銭債権債務の為替変動リスクを回避するために利用しており、投機的な取引は

行いません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

  営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。また、グローバルに事

業を展開していることから生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております

が、原則として先物予約を利用してヘッジしております。投資有価証券は、取引企業との業務に関連す

る株式であり、一部非上場株式を除き、市場価格の変動リスクに晒されております。また、子会社等に対

し長期貸付を行っております。

　 営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、その一部には、外貨建

ての債務があり、為替の変動リスクに晒されておりますが、原則として先物予約を利用してヘッジして

おります。借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は設備投資に

係る資金調達であります。また、短期借入金は全て親会社からの借入であります。

　 デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的

とした先物為替予約取引、当社グループ間の金銭消費貸借について、長期貸付金にかかる為替変動のリ

スクに対するヘッジ取引を目的とした通貨スワップ取引であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）

　当社は、営業債権である受取手形及び売掛金について、内部管理規程に従い、取引先ごとに期日及び残

高を管理するとともに、半期毎に取引先の信用状況を把握する体制とし、回収懸念の早期把握や軽減を

図っております。

　長期貸付金は、子会社及び従業員に対して行っているもので、財務状況等を常に把握しており、リスク

は僅少であります。

　デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティリスクを軽減するために、格付の高い金

融機関とのみ取引を行っております。

　当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表額

により表されております。

②市場リスク（為替等リスク）

　当社及び一部の子会社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リ

スクに対して、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。なお、輸出入に係る予定取引

により確実に発生すると見込まれる外貨建て営業債権債務に対する先物為替予約を行っております。　
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  また、連結会社間の金銭消費貸借について、長期貸付金に係る為替の変動リスクをヘッジするため、

通貨スワップを利用しております。　　

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、株式に

ついては、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　デリバティブ取引については、取引権限や限度額等についての方針を定めた内部管理規程に基づき、

四半期毎に基本方針が承認され、これに従い経理部門の決められた担当者が取引を行い、毎月この取引

の担当者とは別の担当者が契約先との残高照合を行い、経理部門所管の取締役に報告しております。子

会社についても、当社の内部管理規程に準じて、管理を行っております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）

　当社は、半期毎に資金計画を作成し、また、月次の資金繰計画を作成、見直し、手許資金を一定額維持す

ることなどにより流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価格の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

　また、「デリバティブ取引関係」注記におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その

金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

　

　２．金融商品の時価等に関する事項

　

　平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。

（(注２)参照）

(単位：百万円)

　 　 連結貸借対照表計上額 時価 差額

　 (1) 現金及び預金 25,328 25,328 －

　 (2) 受取手形及び売掛金 22,863 22,863 －

　 (3) 未収入金 1,774 1,774 －

　 (4) 投資有価証券 　 　 　

　 その他有価証券 966 966 －

　 (5) 長期貸付金(※1) 212 216 4

　 資産計 51,143 51,147 4

　 (1) 支払手形及び買掛金 13,737 13,737 －

　 (2) 短期借入金(※2) 1,500 1,500 －

　 (3) 未払金 391 391 －

　 (4) 未払法人税等 418 418 －

　 (5) 未払費用 1,053 1,053 －

　 (6) 長期借入金(※3) 86 87 1

　 負債計 17,185 17,186 1

　 デリバティブ取引(※4) (37) (37)  －

(※1)１年以内に返済予定の長期貸付金が含まれております。

(※2)１年以内に返済予定の長期借入金は除いております。

(※3)１年以内に返済予定の長期借入金が含まれております。

(※4)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務とな

る項目については、（　）で示しております。
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　（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

　　資　産

　(1) 現金及び預金　(2) 受取手形及び売掛金　(3) 未収入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

　(4) 投資有価証券

　投資有価証券は、その他有価証券「株式」として保有しており、時価については取引所の価格によっ

ております。

　(5) 長期貸付金

　長期貸付金の時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、その将来

キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現

在価値により算定しております。
　

　　負　債

　　(1) 支払手形及び買掛金　(2) 短期借入金　(3) 未払金　(4) 未払法人税等　(5)未払費用

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

　(6) 長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しております。
　

　　デリバティブ取引

　　「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。
　

　（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

　 非上場株式 1,311

　これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ．フローを見積もるには過大なコストを要す

ると見込まれます。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、「資産　

(4)投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。
　

　（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　 　
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

　 現金及び預金 25,328 － －

　 受取手形及び売掛金 22,863 － －

　 未収入金 1,774 － －

　 長期貸付金 44 165 2

　 合計 50,009 165 2
　

　（注４）短期借入金および長期借入金の連結決算日後の返済予定額

　 　
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

　 短期借入金 1,500 － －

　 長期借入金 81 3 1

　 合計 1,581 3 1
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　当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

　１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

  当社グループは、主に当社の親会社である信越化学工業株式会社からの借入により資金調達する方

針ですが、一部金融機関からの借入があります。運転資金は短期借入金により、また、設備投資資金は長

期借入金により調達します。一時的な余剰資金は短期的な預金に限定して運用しております。デリバ

ティブは、外貨建て金銭債権債務の為替変動リスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行

いません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

  営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、グローバルに

事業を展開していることから生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりま

すが、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。投資有価証券は、取引企業との業務に

関連する株式であり、一部非上場株式を除き、市場価格の変動リスクに晒されております。また、子会社

等に対し短期貸付及び長期貸付を行っております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、その一部には、外貨建

ての債務があり、為替の変動リスクに晒されておりますが、原則として先物為替予約を利用してヘッジ

しております。長期借入金は、住宅を取得する当社従業員に対して転貸融資を行う目的で金融機関より

借入ているものであります。

　 デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的

とした先物為替予約取引及び当社グループ間の金銭消費貸借について、外貨建ての長期貸付金に係る

為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした通貨スワップ取引であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）

　当社は、営業債権である受取手形及び売掛金について、内部管理規程に従い、取引先ごとに期日及び残

高を管理するとともに、半期毎に取引先の信用状況を把握する体制とし、回収懸念の早期把握や軽減を

図っております。

　長期貸付金は、子会社及び従業員に対して行っているもので、財務状況等を常に把握しており、リスク

は僅少であります。

　デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティリスクを軽減するために、主要取引金融

機関及び格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。

　当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表額

により表されております。

②市場リスク（為替等リスク）

　当社及び一部の子会社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リ

スクに対して、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。なお、輸出入に係る予定取引

により確実に発生すると見込まれる外貨建て営業債権債務に対する先物為替予約を行っております。　
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  また、当社グループ間の金銭消費貸借について、外貨建ての長期貸付金に係る為替の変動リスクを

ヘッジするため、通貨スワップを利用しております。　　

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、株式に

ついては、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　デリバティブ取引については、取引権限や限度額等についての方針を定めた内部管理規程に基づき、

四半期毎に基本方針が承認され、これに従い経理部門の決められた担当者が取引を行い、毎月この取引

の担当者とは別の担当者が契約先との残高照合を行い、経理部門所管の取締役に報告しております。子

会社についても、当社の内部管理規程に準じて、管理を行っております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）

　当社は、半期毎に資金計画を作成し、また、月次の資金繰計画を作成、見直し、手許資金を一定額維持す

ることなどにより流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価格の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

　また、「デリバティブ取引関係」注記におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その

金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

　
　２．金融商品の時価等に関する事項

　

　平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。

（(注２)参照）

(単位：百万円)

　 　 連結貸借対照表計上額 時価 差額

　 (1) 現金及び預金 26,874 26,874 ―

　 (2) 受取手形及び売掛金 19,375 19,375 ―

　 (3) 未収入金 1,513 1,513 ―

　 (4) 投資有価証券 　 　 　

　 その他有価証券 812 812 ―

　 (5) 長期貸付金(※1) 9 13 3

　 資産計 48,585 48,588 3

　 (1) 支払手形及び買掛金 13,168 13,168 ―

　 (2) 未払金 348 348 ―

　 (3) 未払法人税等 441 441 ―

　 (4) 未払費用 996 996 ―

　 (5) 長期借入金(※2) 5 6 0

　 負債計 14,960 14,961 0

　 デリバティブ取引(※3) (6) (6) ―

(※1)１年以内に返済予定の長期貸付金が含まれております。

(※2)１年以内に返済予定の長期借入金が含まれております。

(※3)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務とな

る項目については、（　）で示しております。
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　（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
　

　　資　産

　(1) 現金及び預金　(2) 受取手形及び売掛金　(3) 未収入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

　(4) 投資有価証券

　投資有価証券は、その他有価証券「株式」として保有しており、時価については取引所の価格によっ

ております。

　(5) 長期貸付金

　長期貸付金の時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、その将来

キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現

在価値により算定しております。
　

　　負　債

　　(1) 支払手形及び買掛金　(2) 未払金　(3) 未払法人税等　(4)未払費用

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

　(5) 長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しております。
　

　　デリバティブ取引

　　「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。
　

　（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

　 非上場株式 411

　これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ．フローを見積もるには過大なコストを要す

ると見込まれます。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、「資産　

(4)投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。
　

　（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　 　
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

　 現金及び預金 26,874 ― ―

　 受取手形及び売掛金 19,375 ― ―

　 未収入金 1,513 ― ―

　 長期貸付金 3 4 1

　 合計 47,767 4 1
　

　（注４）長期借入金の連結決算日後の返済予定額

　 　
１年以内
(百万円)

１年超５年以内
(百万円)

５年超10年以内
(百万円)

　 長期借入金 1 3 1

　 合計 1 3 1
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(有価証券関係)

前連結会計年度

１　その他有価証券（平成22年３月31日）

　 種類
連結貸借対照表
計上額
(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの

株式 786 415 370

小計 786 415 370

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

株式 179 210 △30

小計 179 210 △30

合計 　 966 625 340

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

種類 売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

株式 7 3 －

合計 7 3 －

　

３　減損処理を行った有価証券

当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について３百万円減損処理を行っており

ます。

　

当連結会計年度

１　その他有価証券（平成23年３月31日）

　 種類
連結貸借対照表
計上額
(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
るもの

株式 619 391 228

小計 619 391 228

連結貸借対照表計上
額が取得原価を超え
ないもの

株式 192 238 △45

小計 192 238 △45

合計 　 812 629 182

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

種類 売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

株式 0 0 －

合計 0 0 －

　

３　減損処理を行った有価証券

当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について３百万円減損処理を行っており

ます。
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度　(平成22年３月31日)

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

 通貨関連

区分 種類
契約額等
(百万円)

契約額等の
うち１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引
以外の取引

為替予約取引
　売建　米ドル

1,450 ― △37 △37

合　　計 1,450 ― △37 △37

(注) 時価の算定方法  契約先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。

　
２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　連結会社に対する長期貸付金を対象として通貨スワップ取引を実施しておりますが、通貨スワッ

プは振当処理を採用し長期貸付金と一体として処理されており、かつ、連結貸借対照表においては

相殺消去されているため、記載を省略しております。

　

当連結会計年度　(平成23年３月31日)

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

 通貨関連

区分 種類
契約額等
(百万円)

契約額等の
うち１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引
以外の取引

為替予約取引
　売建　米ドル

1,156 ― △7 △7

為替予約取引
　買建　日本円

22 ― 0 0

合　　計 1,178 ― △6 △6

(注) 時価の算定方法  契約先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。

　
２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　連結会社に対する長期貸付金を対象として通貨スワップ取引を実施しておりますが、通貨スワッ

プは振当処理を採用し長期貸付金と一体として処理されており、かつ、連結貸借対照表においては

相殺消去されているため、記載を省略しております。
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(退職給付関係)
　

前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社は確定拠出年金制度及び退職一時金制度を設け
ております。国内連結子会社は中小企業退職金共済
制度または特定退職金共済制度に加入するとともに
退職一時金制度を設けております。当社は平成15年
９月に適格退職年金制度から上記制度に移行してお
ります。

１　採用している退職給付制度の概要

当社は確定拠出年金制度及び退職一時金制度を設け
ております。国内連結子会社は中小企業退職金共済
制度または特定退職金共済制度に加入するとともに
退職一時金制度を設けております。当社は平成15年
９月に適格退職年金制度から上記制度に移行してお
ります。

２　退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △1,919百万円

年金資産 232百万円

未積立退職給付債務 △1,686百万円

未認識数理計算上の差異 △23百万円

未認識過去勤務債務 132百万円

退職給付引当金 △1,577百万円

（注）連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡
便法を採用しております。

２　退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △1,803百万円

年金資産 86百万円

未積立退職給付債務 △1,716百万円

未認識数理計算上の差異 △68百万円

未認識過去勤務債務 93百万円

退職給付引当金 △1,691百万円

（注）連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡
便法を採用しております。

３　退職給付費用に関する事項

勤務費用 132百万円

利息費用 19百万円

期待運用収益 －百万円

数理計算上の差異の費用処理額 11百万円

過去勤務債務の費用処理額 38百万円

確定拠出型年金への拠出額 303百万円

退職給付費用 506百万円

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費
用は、「勤務費用」に計上しております。

３　退職給付費用に関する事項

勤務費用 113百万円

利息費用 23百万円

期待運用収益 －百万円

数理計算上の差異の費用処理額 △14百万円

過去勤務債務の費用処理額 38百万円

確定拠出型年金への拠出額 312百万円

退職給付費用 473百万円

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費
用は、「勤務費用」に計上しております。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 1.8％

期待運用収益率（注） ― ％

数理計算上の差異の処理年数 その発生時の従業
員の平均残存勤務
期間以内の一定の
年数（５年）によ
る定額法により、
翌連結会計年度か
ら費用処理するこ
ととしています。

過去勤務債務の額の処理年数 その発生時の従業
員の平均残存勤務
期間以内の一定の
年数（10年）によ
る定額法により費
用処理することと
しています。

(注)当社の年金資産は閉鎖型適格退職年金制度に係る
ものであり、現金運用としております。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 1.6％

期待運用収益率（注） ― ％

数理計算上の差異の処理年数 その発生時の従業
員の平均残存勤務
期間以内の一定の
年数（５年）によ
る定額法により、
翌連結会計年度か
ら費用処理するこ
ととしています。

過去勤務債務の額の処理年数 その発生時の従業
員の平均残存勤務
期間以内の一定の
年数（10年）によ
る定額法により費
用処理することと
しています。

(注)当社の年金資産は閉鎖型適格退職年金制度に係る
ものであり、現金運用としております。
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(ストック・オプション等関係)

  前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

   １.ストック・オプションにかかる当連結会計年度における費用計上額及び科目名

　　　 一般管理費　　　  61百万円

   ２.権利不行使による失効により利益として計上した金額

　　　 新株予約権戻入益　16百万円

   ３.ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　 (1)ストック・オプションの内容

　
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション

付与対象者の区分 当社取締役 10 当社取締役 10 当社取締役 10
及び人数(名) 当社使用人 15 当社使用人 13 当社使用人 13
　 　 子会社取締役 8 子会社取締役 9
株式の種類及び 普通株式  410,000普通株式  400,000普通株式  415,000
付与数(株) (注)　 　 　
付与日 平成16年7月27日 平成17年8月1日 平成18年9月7日

権利確定条件
権利確定条件は付され

同左 同左
ておりません。

対象勤務期間
対象勤務期間は定めて

同左 同左
おりません。

権利行使期間
平成16年12月1日 平成17年12月1日 平成18年12月1日
～平成21年11月30日 ～平成22年11月30日  ～平成23年11月30日

　 　 　 　

　
平成19年

ストック・オプション
平成20年

ストック・オプション
平成21年

ストック・オプション

付与対象者の区分 当社取締役 10 当社取締役 10 当社取締役 9
及び人数(名) 当社使用人 12 当社使用人 12 当社使用人 12
　 子会社取締役 13 子会社取締役 14 子会社取締役 13
株式の種類及び 普通株式  465,000普通株式  470,000普通株式  445,000
付与数(株) (注)　 　 　
付与日 平成19年8月8日 平成20年8月7日 平成21年9月2日

権利確定条件
権利確定条件は付され

同左 同左
ておりません。

対象勤務期間
対象勤務期間は定めて

同左 同左
おりません。

権利行使期間
平成19年12月1日 平成20年12月1日 平成21年12月1日
  ～平成24年11月30日  ～平成25年11月30日  ～平成26年11月30日

（注）１．株式数に換算して記載しております。

２．平成16年ストック・オプションについては、平成21年11月30日をもって行使期間を満了したことにより、

失効しました。
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　 (2)ストック・オプションの規模及びその変動状況

①ストック・オプションの数 　 　

　
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション
権利確定前（株） 　 　 　
　前連結会計年度末 ― ― ―
　付与 ― ― ―
　失効 ― ― ―
　権利確定 ― ― ―
　未確定残 ― ― ―
権利確定後（株） 　 　 　
  前連結会計年度末 279,000 395,000 415,000
　権利確定 ― ― ―
　権利行使 ― ― ―
　失効 279,000 30,000 30,000
　未行使残 ― 365,000 385,000
　 　 　 　

　
平成19年

ストック・オプション
平成20年

ストック・オプション
平成21年

ストック・オプション
権利確定前（株） 　 　 　
　前連結会計年度末 ― ― ―
　付与 ― ― 445,000
　失効 ― ― ―
　権利確定 ― ― 445,000
　未確定残 ― ― ―
権利確定後（株） 　 　 　
　前連結会計年度末 465,000 470,000 ―
　権利確定 ― ― 445,000
　権利行使 ― ― ―
　失効 25,000 20,000 ―
　未行使残 440,000 450,000 445,000
　 　 　 　

②単価情報 　 　 　

　
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション
権利行使価格(円) 663 937 1,838

行使時平均株価(円) ― ― ―
付与日における公正

― ― 322
な評価単価(円)
　 　 　 　

　
平成19年

ストック・オプション
平成20年

ストック・オプション
平成21年

ストック・オプション
権利行使価格(円) 1,643 632 653

行使時平均株価(円) ― ― ―
付与日における公正

188 112 139
な評価単価(円)
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   ４.当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　(1)使用した算定技法

　　ブラック・ショールズ式

　(2)使用した主な基礎数値及びその見積方法

　  ①株価変動性　36.851%

年率、過去２年９ケ月の月次株価(平成18年12月～平成21年８月の各月の最終取引日における終値）に

基づき算出しております。

　  ②予想残存期間　2.75年

十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積が困難であるため、権利行使期間の中間点において行使され

るものと推定して見積もっております。

    ③予想配当　12円

過去１年間の配当実績(平成20年９月中間配当金7.5円、平成21年３月期末配当金4.5円)によります。

    ④無リスク利子率　0.288％

　　　予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りを使用しております。
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  当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

   １.ストック・オプションにかかる当連結会計年度における費用計上額及び科目名

　　　 一般管理費　　　  36百万円

   ２.権利不行使による失効により利益として計上した金額

　　　 新株予約権戻入益　７百万円

   ３.ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　 (1)ストック・オプションの内容

　
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション
平成19年

ストック・オプション

付与対象者の区分 当社取締役 10 当社取締役 10 当社取締役 10
及び人数(名) 当社使用人 13 当社使用人 13 当社使用人 12
　 子会社取締役 8 子会社取締役 9 子会社取締役 13
株式の種類及び 普通株式  400,000普通株式  415,000普通株式  465,000
付与数(株) (注)　 　 　
付与日 平成17年8月1日 平成18年9月7日 平成19年8月8日

権利確定条件
権利確定条件は付され

同左 同左
ておりません。

対象勤務期間
対象勤務期間は定めて

同左 同左
おりません。

権利行使期間
平成17年12月1日 平成18年12月1日 平成19年12月1日
～平成22年11月30日 ～平成23年11月30日  ～平成24年11月30日

　 　 　 　

　
平成20年

ストック・オプション
平成21年

ストック・オプション
平成22年

ストック・オプション

付与対象者の区分 当社取締役 10 当社取締役 9 当社取締役 9
及び人数(名) 当社使用人 12 当社使用人 12 当社使用人 14
　 子会社取締役 14 子会社取締役 13 子会社取締役 10
株式の種類及び 普通株式  470,000普通株式  445,000普通株式  455,000
付与数(株) (注)　 　 　
付与日 平成20年8月7日 平成21年9月2日 平成22年9月2日

権利確定条件
権利確定条件は付され

同左 同左
ておりません。

対象勤務期間
対象勤務期間は定めて

同左 同左
おりません。

権利行使期間
平成20年12月1日 平成21年12月1日 平成22年12月1日
  ～平成25年11月30日  ～平成26年11月30日  ～平成27年11月30日

（注）１．株式数に換算して記載しております。

２．平成17年ストック・オプションについては、平成22年11月30日をもって行使期間を満了したことにより、

失効しました。
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　 (2)ストック・オプションの規模及びその変動状況

①ストック・オプションの数 　 　

　
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション
平成19年

ストック・オプション
権利確定前（株） 　 　 　
　前連結会計年度末 ― ― ―
　付与 ― ― ―
　失効 ― ― ―
　権利確定 ― ― ―
　未確定残 ― ― ―
権利確定後（株） 　 　 　
  前連結会計年度末 365,000 385,000 440,000
　権利確定 ― ― ―
　権利行使 ― ― ―
　失効 365,000 15,000 10,000
　未行使残 ― 370,000 430,000
　 　 　 　

　
平成20年

ストック・オプション
平成21年

ストック・オプション
平成22年

ストック・オプション
権利確定前（株） 　 　 　
　前連結会計年度末 ― ― ―
　付与 ― ― 455,000
　失効 ― ― ―
　権利確定 ― ― 455,000
　未確定残 ― ― ―
権利確定後（株） 　 　 　
　前連結会計年度末 450,000 445,000 ―
　権利確定 ― ― 455,000
　権利行使 ― ― ―
　失効 5,000 ― ―
　未行使残 445,000 445,000 455,000
　 　 　 　

②単価情報 　 　 　

　
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション
平成19年

ストック・オプション
権利行使価格(円) 937 1,838 1,643

行使時平均株価(円) ― ― ―
付与日における公正

― 322 188
な評価単価(円)
　 　 　 　

　
平成20年

ストック・オプション
平成21年

ストック・オプション
平成22年

ストック・オプション
権利行使価格(円) 632 653 505

行使時平均株価(円) ― ― ―
付与日における公正

112 139 80
な評価単価(円)
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   ４.当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　(1)使用した算定技法

　　ブラック・ショールズ式

　(2)使用した主な基礎数値及びその見積方法

　  ①株価変動性　35.441%

年率、過去２年９ケ月の月次株価(平成19年12月～平成22年８月の各月の最終取引日における終値）に

基づき算出しております。

　  ②予想残存期間　2.75年

十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積が困難であるため、権利行使期間の中間点において行使され

るものと推定して見積もっております。

    ③予想配当　９円

過去１年間の配当実績(平成21年９月中間配当金4.5円、平成22年３月期末配当金4.5円)によります。

    ④無リスク利子率　0.141％

　　　予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りを使用しております。
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度

(平成22年３月31日)

当連結会計年度

(平成23年３月31日)

１　繰越税金資産及び繰越税金負債の発生の主な原因別
の内訳

（百万円）

（繰延税金資産） 　

　退職給付引当金 638

　繰越外国税額控除 481

　賞与引当金 398

　減損損失 360

　繰越欠損金 199

　減価償却費 155

　長期未払金 142

　投資有価証券等評価損 125

　システム導入費用 105

　その他 432

　繰延税金資産小計 3,040

　評価性引当額 △991

　繰延税金資産合計 2,048

（繰延税金負債） 　

　その他有価証券評価差額金 △137

　その他 △30

　繰延税金負債合計 △168

　繰延税金資産の純額 1,880

 

１　繰越税金資産及び繰越税金負債の発生の主な原因別
の内訳

（百万円）

（繰延税金資産） 　

　退職給付引当金 687

　減損損失 529

　繰越外国税額控除 502

　繰越欠損金 360

　賞与引当金 345

　長期未払金 142

　投資有価証券等評価損 125

　減価償却費 96

　その他 488

　繰延税金資産小計 3,278

　評価性引当額 △1,252

　繰延税金資産合計 2,026

（繰延税金負債） 　

　その他有価証券評価差額金 △73

　その他 △92

　繰延税金負債合計 △166

　繰延税金資産の純額 1,860

 

 
（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下

の項目に含まれております。

（百万円）

　流動資産－繰延税金資産 750

　固定資産－繰延税金資産 1,160

　流動負債－その他 △15

　固定負債－その他 △15

 

 
（注）繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下

の項目に含まれております。

（百万円）

　流動資産－繰延税金資産 639

　固定資産－繰延税金資産 1,286

　流動負債－その他 △48

　固定負債－その他 △17

 
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原
因となった主要な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原
因となった主要な項目別の内訳

 
　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下

であるため注記を省略しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (％)

　 法定実効税率 40.4

　 （調整） 　

　 　
交際費等永久に損金に算入されな
い項目

3.6

　 　 住民税均等割等 1.1

　 　 評価性引当額の増減 11.7

　 　 連結子会社に係る税率の差異 △15.9

　 　 その他 3.5

　 税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.4
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(資産除去債務関係)

　

　当連結会計年度末（平成23年３月31日）

  資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

　
(1) 当該資産除去債務の概要

　　当社グループ各拠点の不動産賃借契約に伴う原状回復義務であります。

　
(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

　　使用見込期間を取得から15～31年と見積り、割引率は0.140～2.292％を使用して資産除去債務の　　

　　計算をしております。

　
(3) 当連結会計年度における当該資産除去債務の純額の増減

　　期首残高（注）　　　　　　　　　　　　　　　　　　174 百万円

　　有形固定資産の取得に伴う増加額　　　　　　　　　　　5   

　　時の経過による調整額　　　　　　　　　　　　　　　　1　 

                                                                  
　

　

　　期末残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 182 百万円　　　　　　　

　
　(注）当連結会計年度より「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号 平成20年３月31　　　 　

　　　　　　　　

 　　　日及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20年 　

　     ３月31日）を適用したことによる期首時点における残高であります。　

　
　

　
　

(賃貸等不動産関係)

　　前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため注記を省略しております。

　

　　　(追加情報)

当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第20号 平

成20年11月28日)及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適

用指針第23号 平成20年11月28日)を適用しております。

　

　　当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため注記を省略しております。

　

前へ

EDINET提出書類

信越ポリマー株式会社(E02388)

有価証券報告書

 85/122



(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　

　
電子・機能 
部材関連事業

(百万円)

包装資材
関連事業

(百万円)

建設資材・工
事関連事業他

(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　

　売上高 　 　 　 　 　 　

　(1)外部顧客に対する売上
高

36,502 24,142 9,537 70,181 － 70,181

　(2)セグメント間の内部売
上高又は振替高

－ 6 429 436 （436） －

　　計 36,502 24,148 9,966 70,617 （436） 70,181

　営業費用 34,573 22,688 9,993 67,255 469 67,724

　営業利益又は
営業損失(△)

1,928 1,460 △26 3,362 （905） 2,457

Ⅱ　資産、減価償却費及び資
本的支出

　 　 　 　 　 　

　資産 39,630 25,212 6,349 71,191 14,436 85,628

　減価償却費 1,514 1,081 38 2,634 344 2,979

　資本的支出 573 119 59 751 170 921

(注)１　事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称

　　 (1)事業区分の方法…事業の種類・性質を考慮して区分しております。

　　 (2)各区分に属する主要な製品の名称

　　　　電子・機能部材関連事業 ：キーパッド、インターコネクター、OA機器用部品、シリコーンゴム成形品、

　　　　　　　　　　　　　　　　 塩ビコンパウンド

　　　　包装資材関連事業　　　 ：半導体関連容器、キャリアテープ関連製品、ラッピングフィルム、

　　　　　　　　　　　　　　　　 プラスチックシート関連製品

　　　　建設資材・工事関連事業他：塩ビパイプ関連製品、外装材関連製品、建築・店舗の設計・施工、その他

　　２　営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用は、基礎的研究開発費915百万円であります。

　　３　資産のうち「消去又は全社」の項目に含めた全社資産の金額は、14,280百万円であり、その主なものは当社の余資

運用資金(現金及び預金)であります。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　

　
日本

(百万円)

アジア

(百万円)

欧州

(百万円)

北米

(百万円)

計

(百万円)

消去

又は全社

(百万円)

連結

(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　

　売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1)外部顧客に対する
売上高

48,92213,5794,816 2,86470,181 － 70,181

　(2)セグメント間の内
部売上高又は振
替高

5,123 6,406 4 54 11,588（11,588） －

　　計 54,04519,9854,820 2,91881,769（11,588）70,181

　営業費用 52,06518,5564,676 3,11378,411（10,687）67,724

　営業利益又は
営業損失(△)

1,980 1,428 143 △194 3,357 （900） 2,457

Ⅱ　資産 44,94818,4156,203 1,62471,19214,43585,628

(注)１　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

　　(1) 国又は地域の区分の方法…地理的近接度によっております。

　　(2) 各区分に属する主な国又は地域…アジア：シンガポール、香港、マレーシア、中国、インドネシア

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　欧　州：オランダ、ハンガリー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　北　米：米国、メキシコ

　　２　営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用は、「事業の種類別セグメント情報」の

「(注)２」と同一であります。

　　３　資産のうち「消去又は全社」の項目に含めた全社資産は、「事業の種類別セグメント情報」の「(注)３」と同一

であります。

　
　

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　

　 アジア 欧州 北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 16,356 6,524 2,243 343 25,468

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － － 70,181

Ⅲ　連結売上高に占める海外
売上高の割合（％）

23.3 9.3 3.2 0.5 36.3

(注)１　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　　２　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

　　(1) 国又は地域の区分の方法…地理的近接度によっております。

　　(2) 各区分に属する主な国又は地域

アジア 中国、香港、マレーシア

欧州 フィンランド、ハンガリー

北米 米国

その他の地域 ―
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【セグメント情報】

　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントにつきましては、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

当社取締役会が、事業の業績を評価し、また経営資源の配分など、定期的に検討を行う対象となっている

ものであります。

当社は、製品や製造方法、原材料特性などに応じて組織された事業本部を本社に置き、各事業本部は、国

内及び海外の各事業に関する包括的な戦略を立案し、当社グループ企業（販売・生産子会社）と協力の

もとに事業活動を展開しております。

したがって、当社は、事業本部を基礎とした製品別セグメントから構成されており、「電子デバイス事

業」、「精密成形品事業」、「住環境・生活資材事業」の３つを報告セグメントとしております。「電子

デバイス事業」では、電子機器の入出力部品および周辺部品の製造・販売を行っております。「精密成形

品事業」では、半導体シリコンや電子部品の搬送用資材、ＯＡ機器・医療機器用部品など、精密成形品の

製造・販売を行っております。「住環境・生活資材事業」では、住宅関連建材、食品用包装資材など、樹脂

加工品の製造・販売を行っております。

　

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

なお、当社グループは、内部管理上、事業セグメントに資産及びのれんの償却額を配分しておりません

が、減価償却費は配分しております。

　

３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　

前連結会計年度（自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日）

（単位：百万円）

　
報告セグメント

その他
(注)

合計
電子デバイス 精密成形品

住環境・生活
資材

計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 25,370 22,925 16,847 65,143 5,038 70,181

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

－ － － － － －

計 25,370 22,925 16,847 65,143 5,038 70,181

セグメント利益 731 1,497 219 2,448 10 2,458

その他の項目 　 　 　 　 　 　

  減価償却費 1,061 1,656 227 2,946 49 2,995
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当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

（単位：百万円）

　
報告セグメント

その他
(注)

合計
電子デバイス 精密成形品

住環境・生活
資材

計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 22,258 25,141 17,818 65,218 5,250 70,469

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

－ － － － － －

計 22,258 25,141 17,818 65,218 5,250 70,469

セグメント利益 988 2,214 73 3,276 28 3,304

その他の項目 　 　 　 　 　 　

  減価償却費 900 1,816 231 2,948 69 3,018

(注)「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、工事関連事業などを含んでおります。

　

４  報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事

項）

（単位：百万円）

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 65,143 65,218

「その他」の区分の売上高 5,038 5,250

連結財務諸表の売上高 70,181 70,469

　

（単位：百万円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 2,448 3,276

「その他」の区分の利益 10 28

棚卸資産の調整額 △10 49

固定資産の調整額 16 16

貸倒引当金の調整額 △7 19

のれんの償却額 － △4

連結財務諸表の営業利益 2,457 3,385

　

（単位：百万円）

その他の項目
報告セグメント計 その他 調整額

連結財務諸表
計上額

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

減価償却費 2,9462,948 49 69 △16 △16 2,9793,001
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（追加情報）

当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成

20年３月21日）を適用しております。

　
【関連情報】

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報の中で同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。
　

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

日本 中国 その他 合計

44,957 10,236 15,275 70,469

(注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

　

(2) 有形固定資産

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

日本 中国 その他 合計

15,103 2,379 3,693 21,177

　
３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、

記載を省略しております。

　
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）
（単位：百万円）

　
報告セグメント

その他 全社・消去 合計
電子デバイス 精密成形品

住環境・生活資
材

計

減損損失 － 465 132 598 － － 598

　
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）
（単位：百万円）

　
報告セグメント

その他 全社・消去 合計
電子デバイス 精密成形品

住環境・生活資
材

計

当期償却額 － － － － － 4 4

当期末残高 － － － － － － －

　
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　

１　関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る。)等

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社
信越化学工業
(株)

東京都
千代田区

119,419
各種化学製 
品の製造及 
び販売

(被所有)
直接52.9
間接 0.1

原材料の仕入
資金の借入
役員の兼任

原材料(合成
樹脂)の仕入

3,398
支払手形
及び買掛金

1,512

長短借入金
の返済

3,900短期借入金 1,500

(注) １　取引条件及び取引条件の決定方針

　　合成樹脂原材料の仕入については、市場価格を勘案して毎期価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定してお

ります。

資金の借入については、市場金利に基づいて行っております。

２　当社は消費税等の会計処理については税抜方式を採用しておりますので、取引金額は税抜きで表示しておりま

すが、課税取引に係る科目の残高は税込金額によっております。

　

(イ) 連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会

社の子会社等

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

同一の親
会社を持
つ会社

信 越 半 導 体
(株)

東京都
千代田区

10,000
半導体シリ
コンの製造
及び販売

―
当社製品の
販売 
役員の兼任 

半導体関連
容器の販売

2,196売掛金 1,012

(注) １　取引条件及び取引条件の決定方針

　　製品の販売については、市場価格を勘案して毎期価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。

２　当社は消費税等の会計処理については税抜方式を採用しておりますので、取引金額は税抜きで表示しておりま

すが、課税取引に係る科目の残高は税込金額によっております。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

　親会社情報

信越化学工業（株）　（東京証券取引所、大阪証券取引所、名古屋証券取引所に上場）

　

EDINET提出書類

信越ポリマー株式会社(E02388)

有価証券報告書

 91/122



　

当連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　

１　関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る。)等

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社
信越化学工業
(株)

東京都
千代田区

119,419
各種化学製 
品の製造及 
び販売

(被所有)
直接52.9
間接 0.1

原材料の仕入
役員の兼任

原材料（合成
樹脂）の仕入

3,890
支払手形
及び買掛金

1,595

(注) １　取引条件及び取引条件の決定方針

　　合成樹脂原材料の仕入については、市場価格を勘案して毎期価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定してお

ります。

２　当社は消費税等の会計処理については税抜方式を採用しておりますので、取引金額は税抜きで表示しておりま

すが、課税取引に係る科目の残高は税込金額によっております。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

　親会社情報

信越化学工業（株）　（東京証券取引所、大阪証券取引所、名古屋証券取引所に上場）
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(１株当たり情報)

　

前連結会計年度

(自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日)

１株当たり純資産額 785円10銭

　１株当たり当期純利益金額 11円28銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について
は、希薄化効果を有している潜在株式が存在してい
ないため記載しておりません。

１株当たり純資産額 758円67銭

　１株当たり当期純利益金額 15円06銭

同左

(注)　算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

１　１株当たり当期純利益金額

　

前連結会計年度

(自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益（百万円） 916 1,224

　普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

　普通株式に係る当期純利益（百万円） 916 1,224

　普通株式の期中平均株式数（千株） 81,288 81,286

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要

第4回新株予約権（新株予約権
の数365個）、第5回新株予約権
（新株予約権の数2,850個）、
第6回新株予約権（新株予約権
の数1,000個）、第7回新株予約
権（新株予約権の数1,200
個）、第8回新株予約権（新株
予約権の数3,200個）、第9回新
株予約権（新株予約権の数
1,300個）、第10回新株予約権
（新株予約権の数3,200個）、
第11回新株予約権（新株予約
権の数1,250個）及び第12回新
株予約権（新株予約権の数
3,200個）。

 

新株予約権の概要は「新株予
約権等の状況」に記載のとお
り。

第5回新株予約権（新株予約権
の数2,850個）、第6回新株予約
権（新株予約権の数850個）、
第7回新株予約権（新株予約権
の数1,100個）、第8回新株予約
権（新株予約権の数3,200
個）、第9回新株予約権（新株
予約権の数1,250個）、第10回
新株予約権（新株予約権の数
3,200個）、第11回新株予約権
（新株予約権の数1,250個）、
第12回新株予約権（新株予約
権の数3,200個）、第13回新株
予約権（新株予約権の数1,200
個）及び第14回新株予約権
（新株予約権の数3,350個）。

 

新株予約権の概要は「新株予
約権等の状況」に記載のとお
り。

　

２　１株当たり純資産額

　
前連結会計年度末

（平成22年３月31日)

当連結会計年度末

（平成23年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 64,800 62,710

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 982 1,041

　（うち新株予約権）（百万円） （318） （348）

　（うち少数株主持分）（百万円） （663） （692）

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 63,818 61,669

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普
通株式の数（千株）

81,287 81,286
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,500 ― ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 81 1 5.28 ―

１年以内に返済予定のリース債務 1 1 ─ ─

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

5 4 5.30
平成26年６月から
平成31年２月

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

3 2 ─ 平成25年11月

その他有利子負債 ― ― ― ―

計 1,591 8 ― ―

(注) １　「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

なお、リース債務については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額で連結貸借対照表に計

上しているため、「平均利率」の記載をしておりません。

２　長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額は

以下のとおりであります。

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 0 0 0 0

リース債務 1 0 ― ―

　

【資産除去債務明細表】

　

当連結会計年度末及び直前連結会計年度末における資産除去債務の金額が当該各連結会計年度末

における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため記載を省略しております。

　

(2) 【その他】

  　当連結会計年度における四半期情報

　
第１四半期

(自 平成22年４月１日
至 平成22年６月30日)

第２四半期 
(自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日)

第３四半期 
(自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日)

第４四半期 
(自 平成23年１月１日 
至 平成23年３月31日)

売上高 (百万円) 17,928 18,097 17,649 16,793

税金等調整前四半期純
利益又は純損失金額
(△) (百万円)

1,071 576 602 △29

四半期純利益金額 
(百万円)

607 448 160 7

１株当たり四半期純利
益金額  (円)

7.48 5.52 1.98 0.09
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,296 8,528

受取手形 ※2
 3,963

※2
 3,654

売掛金 ※2
 12,777

※2
 12,694

商品及び製品 3,123 3,136

仕掛品 82 160

原材料及び貯蔵品 525 652

前払費用 103 114

繰延税金資産 400 355

短期貸付金 ※2
 3,060

※2
 2,837

未収入金 716 867

その他 9 20

貸倒引当金 △121 △138

流動資産合計 33,937 32,884

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 2,659 2,465

構築物（純額） 110 95

機械及び装置（純額） 1,030 895

車両運搬具（純額） 6 6

工具、器具及び備品（純額） 350 359

土地 5,501 5,501

建設仮勘定 162 109

有形固定資産合計 ※1
 9,820

※1
 9,432

無形固定資産

ソフトウエア 156 117

その他 9 9

無形固定資産合計 165 126

投資その他の資産

投資有価証券 983 831

関係会社株式 5,708 5,708

関係会社出資金 1,155 1,155

従業員に対する長期貸付金 7 6

関係会社長期貸付金 2,824 1,990

長期前払費用 49 18

敷金及び保証金 83 157

繰延税金資産 744 694

その他 281 251

投資その他の資産合計 11,838 10,813

固定資産合計 21,824 20,372

資産合計 55,762 53,256
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 ※2
 2,328

※2
 1,710

買掛金 ※2
 7,568

※2
 7,732

短期借入金 ※2
 1,500 －

1年内返済予定の長期借入金 81 1

未払金 226 271

未払費用 452 493

預り金 303 219

賞与引当金 668 539

役員賞与引当金 － 17

その他 － 7

流動負債合計 13,127 10,993

固定負債

長期借入金 5 4

長期未払金 322 322

退職給付引当金 987 1,070

資産除去債務 － 94

固定負債合計 1,314 1,491

負債合計 14,442 12,484

純資産の部

株主資本

資本金 11,635 11,635

資本剰余金

資本準備金 10,469 10,469

資本剰余金合計 10,469 10,469

利益剰余金

利益準備金 1,019 1,019

その他利益剰余金

別途積立金 17,230 17,230

繰越利益剰余金 1,387 904

利益剰余金合計 19,636 19,153

自己株式 △943 △944

株主資本合計 40,798 40,313

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 202 110

評価・換算差額等合計 202 110

新株予約権 318 348

純資産合計 41,319 40,772

負債純資産合計 55,762 53,256
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

売上高 ※1
 47,855

※1
 48,415

売上原価

商品及び製品期首たな卸高 4,065 3,123

当期製品製造原価 ※3
 11,973

※3
 14,372

当期商品及び製品仕入高 ※1
 24,912

※1
 23,373

合計 40,952 40,870

他勘定振替高 ※2
 163

※2
 192

商品及び製品期末たな卸高 3,123 3,154

商品及び製品売上原価 ※4
 37,665

※4
 37,522

売上総利益 10,189 10,892

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 1,833 2,084

販売促進費 518 533

貸倒引当金繰入額 － 17

役員報酬 280 307

給料及び手当 1,549 1,600

役員賞与引当金繰入額 － 17

賞与引当金繰入額 682 631

退職給付引当金繰入額 116 76

福利厚生費 327 364

旅費及び交通費 412 436

減価償却費 218 173

賃借料 403 361

研究開発費 ※3
 2,515

※3
 2,576

その他 1,396 1,583

販売費及び一般管理費合計 10,255 10,764

営業利益又は営業損失（△） △65 128

営業外収益

受取利息 ※1
 161

※1
 119

受取配当金 ※1
 879

※1
 695

法人税等還付加算金 107 －

その他 21 17

営業外収益合計 1,170 831

営業外費用

支払利息 ※1
 83

※1
 37

為替差損 31 112

その他 1 0

営業外費用合計 116 150

経常利益 988 809
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 ※5
 0 0

投資有価証券売却益 3 0

新株予約権戻入益 16 7

償却債権取立益 3 1

特別利益合計 24 9

特別損失

固定資産売却損 － 0

固定資産除却損 ※6
 74

※6
 40

減損損失 － ※7
 132

投資有価証券評価損 3 3

会員権評価損 1 1

災害による損失 － ※8
 75

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 86

特別損失合計 79 341

税引前当期純利益 934 478

法人税、住民税及び事業税 20 72

法人税等還付税額 △480 －

法人税等調整額 161 158

法人税等合計 △298 230

当期純利益 1,232 247
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【製造原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 　 　 7,54452.1　 10,11168.6

Ⅱ　労務費 　 　 2,20115.2　 1,0437.1

Ⅲ　経費 　 　 　 　 　 　 　

　　　外注加工費 　 1,468　 　 1,369　 　

　　　減価償却費 　 814　 　 424　 　

　　　その他 　 2,441 4,72432.7 1,779 3,57424.3

　　　当期総製造費用 　 　 14,470100.0　 14,729100.0

　　　期首仕掛品
　　　たな卸高

　 　 190　 　 82　

　　　　　　合計
　

　 14,660　 　 14,811　

　　　他勘定振替高 ※1　 2,604　 　 278　

　　　期末仕掛品
　　　たな卸高

　 　 82　 　 160　

　　　当期製品製造原価 　 　 11,973　 　 14,372　

(注)※1　前事業年度の他勘定振替高は研究開発費への振替が主なものであります。なお、当事業年度より、労務費　及び

経費に含まれている研究開発費は、直接控除して表記しております。

 2　原価計算の方法は製品別の標準原価計算によっており、原価差額については、期末に売上原価・製品・

仕掛品で調整しております。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 11,635 11,635

当期末残高 11,635 11,635

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 10,469 10,469

当期末残高 10,469 10,469

資本剰余金合計

前期末残高 10,469 10,469

当期末残高 10,469 10,469

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 1,019 1,019

当期末残高 1,019 1,019

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 18,730 17,230

当期変動額

別途積立金の積立 △1,500 －

当期変動額合計 △1,500 －

当期末残高 17,230 17,230

繰越利益剰余金

前期末残高 △613 1,387

当期変動額

別途積立金の積立 1,500 －

剰余金の配当 △731 △731

当期純利益 1,232 247

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 2,000 △483

当期末残高 1,387 904

利益剰余金合計

前期末残高 19,135 19,636

当期変動額

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △731 △731

当期純利益 1,232 247

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 500 △483

当期末残高 19,636 19,153
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

自己株式

前期末残高 △943 △943

当期変動額

自己株式の取得 △1 △0

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △943 △944

株主資本合計

前期末残高 40,298 40,798

当期変動額

剰余金の配当 △731 △731

当期純利益 1,232 247

自己株式の取得 △1 △0

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 500 △484

当期末残高 40,798 40,313

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 29 202

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

173 △92

当期変動額合計 173 △92

当期末残高 202 110

評価・換算差額等合計

前期末残高 29 202

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

173 △92

当期変動額合計 173 △92

当期末残高 202 110

新株予約権

前期末残高 273 318

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 45 29

当期変動額合計 45 29

当期末残高 318 348

純資産合計

前期末残高 40,601 41,319

当期変動額

剰余金の配当 △731 △731

当期純利益 1,232 247

自己株式の取得 △1 △0

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 218 △63

当期変動額合計 718 △547

当期末残高 41,319 40,772
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【継続企業の前提に関する注記】

前事業年度

(自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日)

当事業年度

(自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日)

　該当事項はありません。 　該当事項はありません。

　
【重要な会計方針】

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び評価方法
　(1) 子会社株式
　　　総平均法による原価法を採用しております。

１　有価証券の評価基準及び評価方法
　(1) 子会社株式

同左
　(2) その他有価証券
　　　　時価のあるもの…決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原価
は総平均法により算定)を採
用しております。

　　　　時価のないもの…総平均法による原価法を採用して
おります。

　(2) その他有価証券
　　　 時価のあるもの…同左

 

 
 

　　　 時価のないもの…同左

２　デリバティブ
　　時価法を採用しております。

２　デリバティブ
同左

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法
    主として総平均法による原価法（貸借対照表価額
　　は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により
　　算定）を採用しております。

３　たな卸資産の評価基準及び評価方法
同左

４　固定資産の減価償却の方法
　(1) 有形固定資産
　　　定率法(ただし、平成10年４月１日以降に取得した建

物(附属設備を除く)については定額法)を採用し
ております。

　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　　　　建物及び構築物　　　　　７～50年
　　　　機械装置及び運搬具　　　４～８年

４　固定資産の減価償却の方法
　(1) 有形固定資産

同左

　(2) 無形固定資産
　　　自社利用のソフトウェアについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額法によっておりま
す。

　(2) 無形固定資産
同左

　(3) 長期前払費用
　　　定額法を採用しております。

　(3) 長期前払費用
同左

５　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　　外貨建金銭債権債務は決算日の直物為替相場により円
貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま
す。

５　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準　　
同左
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　 前事業年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

６　引当金の計上基準
　(1) 貸倒引当金
　　　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

６　引当金の計上基準
　(1) 貸倒引当金

同左

　(2) 賞与引当金
　　　従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込

額に基づき計上しております。

　(2) 賞与引当金
同左

―――――――――――― 　(3) 役員賞与引当金
　　　役員に対して支給する賞与に充てるため、当事業年度

における支給見込額に基づき計上しております。
　(4) 退職給付引当金
　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計
上しております。

　　　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数(５年)による定額法に
より、翌事業年度から費用処理することとしてい
ます。

　　　過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(10年)による定額法により
費用処理することとしています。

 　　(会計方針の変更）

      当事業年度より、「退職給付に係る会計基準」の
一部改正(その３)(企業会計基準第19号 平成20年
７月31日公表分)を適用しております。

      数理計算上の差異を翌期から償却するため、これ
による当事業年度の営業損失、経常利益及び税引
前当期純利益に与える影響はありません。

      また、本会計基準の適用に伴い発生する退職給付
債務の差額の未処理残高の減少額は49百万円であ
ります。

　(4) 退職給付引当金
　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計
上しております。

　　  数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定額法
により、翌事業年度から費用処理することとして
います。

      過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法に
より費用処理することとしています。

 

　 　
７　ヘッジ会計の方法
　(1) ヘッジ会計の方法
　　　振当処理の要件を満たしている通貨スワップについ

ては振当処理を採用しております。

─────────

 

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　通貨スワップ……外貨建長期貸付金

　

　(3) ヘッジ方針
　　　当社は為替相場の変動リスクを回避する目的で、外貨

建長期貸付金について通貨スワップ取引を行って
おります。

　

　(4) ヘッジ有効性評価の方法
振当処理によっている通貨スワップについては、
有効性の評価を省略しております。

　

８　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ８　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項
　　消費税等の会計処理
　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっ
ております。

　　消費税等の会計処理
同左
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【会計方針の変更】

　

前事業年度
(自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日)

当事業年度
(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

───────── (資産除去債務に関する会計基準等)

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

(企業会計基準第18号  平成20年３月31日)及び「資産除

去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適

用指針第21号  平成20年３月31日)を適用しております。

これにより、当事業年度の営業利益、経常利益に与える

影響は軽微ですが、税引前当期純利益は87百万円減少し

ております。

　

【注記事項】

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成22年３月31日)
当事業年度

(平成23年３月31日)

※１　有形固定資産の

　　　減価償却累計額
26,053百万円

　

※１　有形固定資産の

　　　減価償却累計額
25,712百万円

　

※２　関係会社項目

　　　区分掲記した以外で各科目に含まれている主なもの

は次のとおりであります。

受取手形及び売掛金 2,622百万円

短期貸付金 3,056

支払手形 515

買掛金 3,102

短期借入金 1,500

※２　関係会社項目

　　　区分掲記した以外で各科目に含まれている主なもの

は次のとおりであります。

受取手形及び売掛金 3,637百万円

短期貸付金 2,833

支払手形 636

買掛金 3,072

　 　
　

　３　偶発債務

　　　従業員の住宅資金借入に対する保証債務

15百万円

　３　偶発債務

　　　 従業員の住宅資金借入に対する保証債務

13百万円
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(損益計算書関係)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

※１　関係会社項目
　　　関係会社との取引に係るもののうち主なものは次の

とおりであります。
売上高 10,256百万円
商品及び製品仕入高 20,974
受取利息 145
受取配当金 858
支払利息 55

※１　関係会社項目
　　　関係会社との取引に係るもののうち主なものは次の

とおりであります。
売上高 10,262百万円
商品及び製品仕入高 17,422
受取利息 111
受取配当金 672

※２　他勘定振替高は、販売費(無償サンプル等)への振替
が主なものであります。

※２　他勘定振替高は、販売費(無償サンプル等)への振替
が主なものであります。

※３　一般管理費に含まれる研究開発費は、2,515百万円
であります。

※４　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の
金額であり、たな卸資産評価損49百万円が売上原
価に含まれております。

※３　一般管理費に含まれる研究開発費は、2,576　　 百万
円であります。

※４　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の
金額であり、たな卸資産評価損33百万円が売上原
価に含まれております。

※５　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

機械及び装置 0百万円

―――――――――――――――――

※６　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。
建物 11百万円
機械及び装置 27
車輌運搬具 0
工具、器具及び備品 32
ソフトウエア 1
合計 74

※６　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。
建物 9百万円
構築物 0
機械及び装置 21
車輌運搬具 0
工具、器具及び備品 9
合計 40

――――――――――――――――― ※７　当事業年度において、当社は以下の資産グループ
について減損損失を計上しております。
 

場所 用途 種類 減損損失額

東京工場

(埼玉県さい
たま市)

住環境・生活
資材関連製品
製造設備

機械装置等 109百万円

南陽工場
(山口県
周南市)

住環境・生活
資材関連製品
製造設備

機械装置等 23

当社は、損益管理を合理的に行える事業単位で資産
をグループ化し、減損損失の認識を行っております。

住環境・生活資材関連事業（塩ビパイプ及びプラ
スチックシート関連製品）の製造設備は、営業損益
が継続して損失であるため、各資産グループの帳簿
価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損
損失(132百万円)として計上しております。

なお、回収可能価額は正味売却価額により測定し
ており、いずれの資産グループについても、他へ転用
又は売却することが困難であるため、備忘価額等で
評価しております。

 

――――――――――――――――― ※ ８　災害による損失

　　 当社における東日本大震災による損失額であり、内
容は次のとおりであります。

  計画停電時の操業停止費用(固定費)32百万円

  たな卸資産廃棄損 28

  固定資産修繕費 14

　合計 75
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 1,334,316 1,865 180 1,336,001
　

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取請求による増加　                                　  1,865 株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買増請求による減少　　　                                  180 株

　

当事業年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 1,336,001 1,258 20 1,337,239
　

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取請求による増加　              　　　　　     　     1,258 株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買増請求による減少　　　                                　 20 株
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(有価証券関係)

前事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

  　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

      　　　　　(注)　時価を算定することが極めて困難と認められる子会社株式

　 区     分 貸借対照表計上額

　 子  会  社  株  式 5,708百万円

　　　　　上記については、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるものであります。

　

 (追加情報） 

   当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号 平成20年３月10日)及び

   「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月 

   10日）を適用しております。 

 

当事業年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

  　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

      　　　　　(注)　時価を算定することが極めて困難と認められる子会社株式

　 区     分 貸借対照表計上額

　 子  会  社  株  式 5,708百万円

　　　　　上記については、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるものであります。
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(税効果会計関係)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　(繰延税金資産) 　 　
       繰越外国税額控除  　481百万円

　　　 退職給付引当金 398　
　　　 減損損失 360　
　　　 賞与引当金 269　
　　　 繰越欠損金 147　
　　　 長期未払金 130　
　　　 投資有価証券等評価損 120　
　　　 システム導入費用 105　
　　　 その他 188　
　　　 繰延税金資産小計 2,202　
　　　 評価性引当額 △920　
　　　 繰延税金資産合計 1,282　
　 　 　
　　(繰延税金負債) 　 　
　　　その他有価証券評価差額金 △137　
　　　繰延税金資産の純額 1,145　

 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　　(繰延税金資産) 　 　
       繰越外国税額控除 502百万円

　　　 退職給付引当金 432　
　　　 繰越欠損金 304　
　　　 減損損失 303　
　　　 賞与引当金 217　
　　　 長期未払金 130　
　　　 投資有価証券等評価損 120　
　　　 その他 252　
　　　 繰延税金資産小計 2,264　
　　　 評価性引当額 △1,136　
　　　 繰延税金資産合計 1,127　
　 　 　
　　(繰延税金負債) 　 　
　　　その他有価証券評価差額金

　　　その他

△74
△2　

　　　繰延税金資産の純額 1,049　
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　 法定実効税率 40.4％

　 (調整） 　 　

　 交際費等永久に損金に算入されない項目 11.9　

　
受取配当金等永久に益金に算入されない項
目

△10.3　
　 住民税均等割等 2.2　
　 評価性引当額の増減 △31.6　
　 法人税等還付税額 △51.4　
　 その他 6.9　
　 税効果会計適用後の法人税の負担率 △72.3　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳

　 法定実効税率 40.4％

　 (調整） 　 　

　 交際費等永久に損金に算入されない項目 12.4　

　
受取配当金等永久に益金に算入されない項
目

△55.1　
　 住民税均等割等 4.3　
　 評価性引当額の増減 45.3　
　 その他 0.9　
　 税効果会計適用後の法人税の負担率 48.2　
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(資産除去債務関係)

　当事業年度末（平成23年３月31日）

  資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

　
(1) 当該資産除去債務の概要

　　当社各拠点の不動産賃借契約に伴う原状回復義務であります。

　

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

　　使用見込期間を取得から15～31年と見積り、割引率は0.378～1.650％を使用して資産除去債務の　　

　　計算をしております。

　
(3) 当事業年度における当該資産除去債務の純額の増減

　　期首残高（注）　　　　　　　　　　　　　　　　　　 88 百万円

　　有形固定資産の取得に伴う増加額　　　　　　　　　　　5

　　時の経過による調整額　　　　　　　　　　　　　　　　0
                                                                  

　　期末残高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 94 百万円　　　　　　　

　

(注）当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号 平成20年３月31日)及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）

を適用したことによる期首時点における残高であります。　　　　　
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(１株当たり情報)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１株当たり純資産額 504円40銭１株当たり純資産額 497円31銭

１株当たり当期純利益金額 15円16銭１株当たり当期純利益金額 3円05銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について
は、希薄化効果を有している潜在株式が存在していな
いため記載しておりません。
　

 同左

(注)　算定上の基礎は、以下のとおりであります。

１　１株当たり当期純利益金額

　
前事業年度

(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益(百万円) 1,232 247

　普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

  普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,232 247

　普通株式の期中平均株式数(千株) 81,288 81,286

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

第4回新株予約権（新株予約権

の数365個）、第5回新株予約権

（新株予約権の数2,850個）、第

6回新株予約権（新株予約権の

数1,000個）、第7回新株予約権

（新株予約権の数1,200個）、第

8回新株予約権（新株予約権の

数3,200個）、第9回新株予約権

（新株予約権の数1,300個）、第

10回新株予約権（新株予約権の

数3,200個）、第11回新株予約権

（新株予約権の数1,250個）、及

び第12回新株予約権（新株予約

権の数3,200個）。

新株予約権の概要は「新株予約

権等の状況」に記載のとおり。

第5回新株予約権（新株予約権

の数2,850個）、第6回新株予約

権（新株予約権の数850個）、第

7回新株予約権（新株予約権の

数1,100個）、第8回新株予約権

（新株予約権の数3,200個）、第

9回新株予約権（新株予約権の

数1,250個）、第10回新株予約権

（新株予約権の数3,200個）、第

11回新株予約権（新株予約権の

数1,250個）、第12回新株予約権

（新株予約権の数3,200個）、第

13回新株予約権（新株予約権の

数1,200個）及び第14回新株予

約権（新株予約権の数3,350

個）。

新株予約権の概要は「新株予約

権等の状況」に記載のとおり。

２　１株当たり純資産額

　
前事業年度

（平成22年３月31日)
当事業年度

（平成23年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 41,319 40,772

純資産の部の合計額から控除する金額
　(百万円)

318 348

　　(うち新株予約権) (318) (348)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 41,000 40,424

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末
の普通株式の数(千株)

81,287 81,286
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

投
資
有
価
証
券

そ
の
他
有
価
証
券

ブラザー工業㈱ 100,000 122

三井物産㈱ 78,062 116

 Ta Yang Group Holdings Limited（香
港） 12,000,000 92

㈱高速 94,600 63

シャープ㈱ 71,960 59

カシオ計算機㈱ 88,000 57

日機装㈱ 51,386 36

㈱八十二銀行 60,565 29

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 75,000 28

橋本総業㈱ 30,000 28

スカイワードインフォメーションシス
テム㈱他25銘柄 722,599 196

計
13,372,173 831
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【有形固定資産等明細表】
　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 10,724 97
144
(7)

10,676 8,210 274 2,465

　構築物 1,118 18 8 1,129 1,033 32 95

　機械及び装置 13,497 403
898
(117)

13,003 12,107 373 895

　車両運搬具 171 4
4
(0)

170 164 3 6

　工具、器具及び備品 4,698 285
429
(8)

4,555 4,196 242 359

　土地 5,501 0 ― 5,501 ― ― 5,501

　建設仮勘定 162 688 741 109 ― ― 109

有形固定資産計 35,8741,497
2,226
(132)

35,145 25,712 927 9,432

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウエア ― ― ― 280 163 57 117

　その他 ― ― ― 9 ― ― 9

無形固定資産計 ― ― ― 289 163 57 126

長期前払費用 152 27 7 171 153 58 18

 (注)１ 「当期減少額」欄の( )内は内書きで、減損損失の計上額であります。
　　 ２ 当期増減額の主なものは次のとおりであります。

建設仮勘定の増加 　 百万円

   電子デバイス製造設備        252　
   精密成形品製造設備
   住環境・生活資材製造設備 

226
208
　

機械及び装置の減少 　 　
   電子デバイス製造設備        171　
   精密成形品製造設備 127　
   住環境・生活資材製造設備 484　

   ３ 無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」
　　　  の記載を省略しております。　

　

【引当金明細表】
　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 121 138 0 120 138

賞与引当金 668 539 668 ― 539

役員賞与引当金 ― 17 ― ― 17

(注)　各項目の「当期減少額(その他)」欄の金額は、洗い替えによる戻し入れ額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 4

預金 　

当座預金 836

普通預金 220

通知預金 3,350

定期預金 4,110

その他 6

小計 8,523

合計 8,528

　
②　受取手形

イ　相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

中央化学商事㈱ 　 718

渡辺パイプ㈱ 　 255

コニシ産業㈱ 　 253

長野電子工業㈱ 　 244

㈱川本第一製作所 　 152

その他 　 2,029

合計 3,654

　
ロ　期日別内訳

　

期日
平成23年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 合計

金額(百万円) 1,158 974 864 549 82 25 3,654

　
③　売掛金

イ　相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

信越ファインテック㈱ 　 2,605

三菱商事㈱ 　 1,045

シャープ㈱ 　 724

信越半導体㈱ 　 664

京セラ㈱ 　 568

その他 　 7,085

合計 12,694
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ロ　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
　

前期繰越高
(百万円)
 
(Ａ)

当期発生高
(百万円)
 
(Ｂ)

当期回収高
(百万円)
 
(Ｃ)

次期繰越高
(百万円)
 
(Ｄ)

回収率(％)
 
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
　(Ａ)＋(Ｄ)　
　 ２ 　
　 (Ｂ) 　
　 365 　

12,777 50,497 50,580 12,694 79.9 92.1

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記の金額には消費税等が含まれております。

　
④　商品及び製品

　

内訳 金額(百万円)

電子デバイス 186

精密成形品 1,463

住環境・生活資材 1,468

その他 18

合計 3,136

　
　　⑤　仕掛品

　

内訳 金額(百万円)

電子デバイス 13

精密成形品 137

住環境・生活資材 9

合計 160

　
　　⑥　原材料及び貯蔵品

　

内訳 金額(百万円)

合成樹脂 173

購入部品 140

添加剤 122

その他 215

合計 652

　
　　⑦　短期貸付金

　

相手先 金額(百万円)

新潟ポリマー㈱ 　 2,493

信越ユニット㈱ 　 300

Shin-Etsu Polymer India Pvt.Ltd.　 40

従業員貸付金 　 3

合計 2,837
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⑧　関係会社株式

　

銘柄 金額(百万円)

Shin－Etsu Polymer(Malaysia)Sdn.Bhd.　 1,862

Shin－Etsu Polymer America,Inc.　 878

Shin-Etsu Polymer India Pvt.Ltd.　 795

P.T.Shin－Etsu Polymer Indonesia　 595

Shin－Etsu Polymer Europe B.V.　 547

その他 　 1,028

合計 5,708

　
　

⑨　支払手形

イ　相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

しなのポリマー㈱ 　 414

新潟ポリマー㈱ 　 111

浦和ポリマー㈱ 　 109

朋和産業㈱ 　 94

リス興業㈱ 　 89

その他 　 890

合計 1,710

　
ロ　期日別内訳

　

期日
平成23年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 合計

金額(百万円) 427 482 356 443 1 1,710

 
⑩　買掛金

　

相手先 金額(百万円)

信越化学工業㈱ 　 1,594

みずほファクター㈱ 　 1,112

新潟ポリマー㈱ 　 505

三菱樹脂㈱ 　 450

㈱八十二銀行 　 386

その他 　 3,684

合計 7,732

(注)　みずほファクター㈱及び㈱八十二銀行は、ファクタリングによるものであります。

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・
売渡し

　

　　取扱場所 （特別口座）
東京都中央区八重洲一丁目２番１号　みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

　　株主名簿管理人 （特別口座）
東京都中央区八重洲一丁目２番１号　みずほ信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取・売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
当会社の公告は、電子公告により行う。
(公告掲載ＵＲＬ　http://www.shinpoly.co.jp/)
なお、電子公告により行うことができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

株主に対する特典 なし

　(注)　 当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、第166条第１項の規定に

よる請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受

ける権利及び単元未満株式の売渡しを請求する権利以外の権利を有しておりません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

　

(1)
 

有価証券報告書及び
その添付書類並びに
確認書

　 事業年度
(第50期)

自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

　 平成22年６月29日
関東財務局長に提出

(2)内部統制報告書及び
その添付書類

　 事業年度
(第50期)

自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

　 平成22年６月29日
関東財務局長に提出

(3) 四半期報告書及び確
認書

　 第51期
第１四半期

自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日

　 平成22年８月12日 
関東財務局長に提出

　 　 　 第51期 
第２四半期

自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日

　 平成22年11月12日 
関東財務局長に提出

　 　 　 第51期 
第３四半期

自　平成22年10月１日至
　平成22年12月31日

　 平成23年２月９日 
関東財務局長に提出

(4) 臨時報告書 　 企業内容等の開示に関する内閣府令第19
条第２項第９号の２（株主総会における
議決権行使の結果）の規定に基づく臨時
報告書であります。

　 平成22年７月２日 
関東財務局長に提出

(5) 臨時報告書 　 企業内容等の開示に関する内閣府令第19
条第２項第２号の２（新株予約権の付
与）の規定に基づく臨時報告書でありま
す。

　 平成22年８月18日 
関東財務局長に提出

(6)臨時報告書の訂正報
告書

　 (5)の臨時報告書に係る訂正報告書であ
ります。

　 平成22年９月２日 
関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成22年６月24日

信越ポリマー株式会社

取締役会　御中

監査法人　原会計事務所

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　　木　　良　　幸　　㊞

　

業務執行社員 　 公認会計士　　島　　崎　　義　　司　　㊞

　
＜財務諸表監査＞
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に
掲げられている信越ポリマー株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結
財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー
計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人
の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい
る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行
われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監
査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、信越ポリマー株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す
る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している
ものと認める。
　
　
＜内部統制監査＞
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、信越ポリマー株式
会社の平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び
運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制
報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完
全には防止又は発見することができない可能性がある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠
して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な
虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ
れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体
としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見
表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、信越ポリマー株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると
表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の
評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示して
いるものと認める。
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上
　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成23年６月24日

信越ポリマー株式会社

取締役会　御中

監査法人　原会計事務所

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　　木　　良　　幸　　㊞

　

業務執行社員 　 公認会計士　　島　　崎　　義　　司　　㊞

　
＜財務諸表監査＞
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に
掲げられている信越ポリマー株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の連結
財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結
キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営
者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい
る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行
われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監
査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、信越ポリマー株式会社及び連結子会社の平成23年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す
る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している
ものと認める。
　
　
＜内部統制監査＞
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、信越ポリマー株式
会社の平成23年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び
運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制
報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完
全には防止又は発見することができない可能性がある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠
して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な
虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ
れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体
としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見
表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、信越ポリマー株式会社が平成23年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると
表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の
評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示して
いるものと認める。
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　
　

以　上
　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成22年６月24日

信越ポリマー株式会社

取締役会　御中

監査法人　原会計事務所

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　　木　　良　　幸　　㊞

　

業務執行社員 　 公認会計士　　島　　崎　　義　　司　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている信越ポリマー株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第50期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、信越ポリマー株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成23年６月24日

信越ポリマー株式会社

取締役会　御中

監査法人　原会計事務所

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　　松　　木　　良　　幸　　㊞

　

業務執行社員 　 公認会計士　　島　　崎　　義　　司　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている信越ポリマー株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第51期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、信越ポリマー株式会社の平成23年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　
以　上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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